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報告書の利用についての注意・免責事項 

 

本報告書は、日本貿易振興機構（ジェトロ）が現地調査会社に委託し作成したものであ

り、調査後の法律改正などによって情報が変わる場合があります。掲載した情報・コメン

トは調査委託先の判断によるものであり、情報の正確性や一般的な解釈がこのとおりであ

ることを保証するものではありません。また、本報告書はあくまでも参考情報の提供を目

的としており、法的助言を構成するものではなく、法的助言として依拠すべきものではあ

りません。本報告書にてご提供する情報等に基づいて行為をされる場合には、必ず個別の

事案に沿った具体的な法的助言を別途お求め下さい。 

 

ジェトロおよび調査委託先は、本報告書の記載内容に関して生じた直接的、間接的、派

生的、特別の、付随的、あるいは懲罰的な損害および利益の喪失について、それが契約、

不法行為、無過失責任、あるいはその他の原因に基づき生じたかにかかわらず、一切の責

任を負いません。これは、たとえジェトロまたは調査委託先が係る損害等の可能性を知ら

されていても同様とします。 

 



 

 

 

 

はじめに 

 

我が国と韓国との間の経済的相互依存関係が深まる中、今後とも我が国企業の韓国

への進出や事業展開のより一層の拡大が見込まれます。韓国への事業進出において、

我が国企業の優れた技術やデザイン、ブランドなど「知的財産」を事業の中核としつ

つも、韓国企業の生産力や、韓国市場での流通力を活用することにより、韓国での事

業をスピーディーかつ円滑に展開することが可能となります。 

 

また、部品・素材の分野での技術力が高いとされる我が国企業には、製品レベルで

の市場獲得、すなわち多様な他社技術を導入し、それらを組合せた『オープン・イノ

ベーション製品』により市場を獲得することが、まさに今、求められています。 

韓国の企業や大学の技術的レベルは比較的高度であることから、韓国の先端技術を

導入することに間口を広げていくことも、我が国企業にとって肝要であります。 

 

こうした日本企業の事業展開において大きな役割を果たすのが日韓間での「知的財

産ライセンス」でありますが、無体物である知的財産権に関する取引であるがゆえに、

その手法や留意点が如何なるものであるのか十分に知られておらず、結果として技術

情報の流出や、ブランド品の不本意な形での流出につながり、紛争を引き起こしてい

る現状にあります。 

 

ジェトロでは、2010年度に特許庁から「各国における産業財産権制度基盤整備事

業」委託を受け、韓国における知的財産権行使等に関する情報を収集し、韓国におけ

る日系企業の活動支援を進めてまいりました。 

 

ここに本事業において収集した情報を基に「韓国・知的財産ライセンスマニュア

ル」を作成しましたのでお届けします。本事業及び本書が皆様のお役に立てば幸いで

す。 

 

2021年 3月 

 

日本貿易振興機構 

イノベーション・知的財産部 

知的財産課 



 

 

 

 

  改訂について 

 

韓国ライセンスマニュアルが作成された2011年から10年が経過し、知的財産権保護

強化を達成するために韓国の関連法令に大きな変化があり、注目すべき新しい判例が

生まれています。 

 

一例を挙げると、特許法においては、出願後も公知例外主張が可能となり、コンピ

ュータプログラム発明を請求の対象とするように審査指針が変更されました。デザイ

ン権はデザイン登録日から20年間存続するように、著作権は著作者の死亡後70年間存

続するように変更され、権利保護期間が長くなりました。 

 

商標法においては、専用使用権を設定する場合、必ず登録原簿にこれを登録しなけ

れば専用使用権の効力を持たないと規定されていましたが、法改正により専用使用権

を登録しなくても契約当事者間では効力を持つように変更されました。 

 

一方、不正競争防止及び営業秘密保護法上の「営業秘密」として保護を受けるため

には、従来は「相当の努力」により秘密として保持されなければならないという要件

がありましたが、その要件が大幅に緩和され、秘密として管理されることのみを要求

するよう変更されました。 

 

また、特許権が登録されてから当該特許権に基づく特許権者と実施権者の間の実施

権契約期間中に当該特許権が無効になっても、特許権者は特許権が無効になるまでの

期間の実施料を受け取ることができるという大法院の判例と、特許実施権者が特許権

者を相手に特許法上の無効審判を請求できる「利害関係者」に該当するという大法院

の判例があった。 

 

また、付録に掲載している各種契約書の雛形についても、一部修正を行いました。 

 

このような情勢の変化を踏まえ、韓国ライセンスマニュアルを改訂しました。本書

が皆様のお役に立てば幸いです。 
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本マニュアルへのガイダンス 
 

 
 

知的財産権のライセンスは、一般的に、ライセンス目的（技

術移転の目的など）の検討、ライセンシー（技術需要者など）

の探索（技術マーケティング）、ライセンス戦略の樹立、交渉、

契約締結、ライセンス条件の履行、そして、事後管理といった

手順により構成されます。 

ライセンスのプロセスは、同時多発的な進行過程の中で多様な決定要因が相互作用

するプロセスと言うことができ、その相互作用によってライセンスの成功可否が決ま

るので、ライセンスの各手続きを熟知する必要があります。 

以下で、ライセンスの一般的な手続きを特許ライセンス（技術移転）を例として概

略的に説明します。 

 

[ 特許ライセンス（技術移転）の一般的な手続き ] 

手続き ライセンサー ライセンシー 

目的の検討 
⚫  技術販売の必要性の分析 

⚫  販売技術の優先順位、後順位 

⚫ 技術導入の必要性の分析 

⚫ 至急を要する導入技術目録 

相手企業候補

の探索 

⚫  技術需要者の探索 

（技術移転機関、技術展示会） 

⚫ 技術保有者の探索 

（技術移転機関、ネット上） 

戦略の樹立 
⚫  相手先に応じた条件の検討 

⚫  技術の価値、要求条件 

⚫ 競争力のある技術は？ 

⚫ 技術導入の条件 

条件の交渉 
⚫  ロイヤルティ等基本条件 

⚫  秘密保持契約の締結 

⚫  実施期間、対象地域・製品 

⚫  ノウハウ提供の可否 

契約の締結 

⚫  契約書作成（チェックリス

ト） 

⚫  保証条項などの検討 

⚫  相手方の権利・行為能力 

⚫ 技術指導などの条件 

条件の履行 
⚫  技術関連資料の提供 

⚫  技術権利移転書類の交付 

⚫ 技術料の支給 

⚫ その他、条件の履行 

事後の管理 
⚫  技術料の管理 

⚫  売上高の確認など 

⚫ 技術料の支給 

⚫ その他、報告義務の履行 
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１．ライセンスの目的の検討 ⇒ 本書第１編 

この段階では、ライセンスの目的を明確にすることが重要です。目的が明確でなけ

ればライセンスの戦略樹立やライセンス条件の交渉などで的確に対応することが難し

くなります。特許ライセンスの場合であれば、ライセンシー（技術導入者）の立場で

は、企業の競争力向上を目的として新技術を取り入れたり、不足な技術を補う目的で

他社が保有している核心技術の移転を受ける場合が一般的です。 

一方、ライセンサー（技術提供者）の立場においては、特許技術を自主的に用いて

生産、販売するよりは、その特許技術を他社に移転してロイヤルティを受け取るほう

が、リスクを低減し且つ利益を極大化する方法であると判断した場合や、部品販売及

び協力関係維持を目的としてライセンス（技術移転）を推進することが多くあります。 

 

２．相手方（ライセンシー・ライセンサー）の探索 ⇒ 本書第２編 

ライセンスの目的が明確になったら、ライセンサーの立場であれば、ライセンシー

を探索します。特許ライセンスにおけるライセンシーの探索は、技術導入企業の候補

群の発掘と潜在的技術導入企業の選定の２段階で行われます。技術導入企業候補群の

発掘は、各種技術展示会への参加、各種技術移転の関連専門データベースの活用、技

術移転仲介専門機関の活用などにより可能であり、さらに、発掘された複数の候補群

を自主的な評価システムなどによってフィルタリングを行い、いくつかの潜在的技術

導入企業から交渉対象の技術導入企業を選定します。 

ライセンサーとなる技術保有者の探索は、特許公報などの特許情報や、各種の技術

移転機関、およびそれら機関の技術移転データベースを用いて目的の技術を検索しそ

の技術の保有者を探索することにより可能です。 

 

３．ライセンス戦略の樹立 ⇒ 本書第３編 

ライセンス相手の候補企業がいくつか選定されたら、各候補企業に合った適切なラ

イセンス戦略を樹立します。特許ライセンスであれば、技術提供の範囲、その方法に

関する事項（例えば、特許のみのライセンスなのか、それとも技術ノウハウや商標な

ども一緒にライセンスするのかなど）、及びライセンスの範囲（ライセンスの独占性、

市場または製品の制限有無、ライセンス期間など）に係わる主要な課題を整理します。 

 

４．ライセンス交渉 ⇒ 本書第４編 

複数の候補企業の中から優先的に交渉を開始する相手を選定し、交渉を開始します。 

交渉にあたっては、交渉を有利に導くことができる多様な戦略を駆使しましょう。

例えば、交渉の草案を先に提示することは交渉を有利に導くための一つの方法です。

ただ、この場合には予め緻密な準備作業が必要になります。先に提示した協議案がそ

のまま相手に受け入れられればその協議案は法的拘束力を持ち得るためです。 
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また、経常技術料などの主要なライセンス条件については、予め交渉の目標（上限

値と下限値など）を明確に設定して交渉に臨むことが重要です。交渉では相手企業の

組職文化や交渉文化が交渉に影響を及ぼすためこれを予め熟知しておくことも重要で

す。 

技術ノウハウのライセンスに関する場合には、交渉前に秘密保持契約を締結してお

くことが重要であり、技術提供者としては技術の公開が最小限になるように留意すべ

きです。 

  

５．契約 ⇒ 本書第６編  

ライセンス交渉において主要な取引条件に関する合意が導き出せたら、続いて、契

約書の作成段階に入ります。契約書の作成段階では、それまでに協議された主要な契

約条項について慎重に見直した後、契約書の草案作成を行います。この際、契約書の

条項別チェックリストを準備しておき、検討の際には、条項の抜け落ちなどがないよ

うにすることが重要です。 

 

６．ライセンス契約の履行 ⇒ 本書第４編 

契約書の作成を完了させ、契約を締結したら、ライセンス契約条件に従って相互に

義務を履行しなければなりません。ライセンサー（技術提供者）は契約条件に沿って

提供することを約束した技術資料などをライセンシー（技術導入者）に提供し、技術

指導などの義務を履行して、実施権の設定登録義務がある場合には、期限内に誠実に

その登録義務を履行し、特許権などの権利移転義務がある場合には、移転に係わる書

類などをライセンシーに提供します。ライセンシーとしても、前払金などを期限内に

ライセンサーに振り込むほか、契約条件に従った義務を履行します。 

 

７．事後管理 ⇒ 本書第４編 

契約書の約定どおり契約が実行されても、契約の管理は終わりません。代表的には、

約定された実施料が適時に正確な金額が振り込まれたかどうかなどに対する事後管理

が必須です。 

事後管理は、自身及び相手の契約条件の履行の有無を持続的に確認、監視し、相手

の義務履行を促す方法及び手続きを確保して、義務履行の遅延や義務の不履行に対す

る法的な措置などを講ずるために行われます。 

一方、このような事後管理のための業務量を最小化する契約内容となるように努力

しなければならず、体系的且つ定型的な事後管理システムを導入することによって業

務負担を減らし業務の効率性を確保することが重要です。 
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まずは、韓国の企業情報データベースなどをもとに、ライセンス相手の候補群を

発掘します（第２編参照）。 

次に、これら複数の韓国企業の中から、自社の事業を韓国で実施させるに好まし

い企業を選定します。候補となった韓国企業が、移転対象の特許技術を韓国で実施

し、且つ十分な品質を確保できるだけの技術力、生産力、品質管理能力があるか否

かは当然検討すべき要素ですから、その韓国企業の既存の製品や生産状況を調査し

て判断することになります。しかし、こうした技術的要素にとどまらず、その韓国

企業の財務能力、韓国内でのマーケティング能力なども重要な検討要素です。 

こうした評価は、自社の事前調査や技術マーケティングの段階で把握した情報を

元に行うか、あるいは、韓国の技術取引専門機関などにコンサルティングを依頼し

て得ることができます。 

 

選定基準概要 詳細選定基準 

相手企業の技術実

施、使用の能力 

⚫  財務能力 

⚫  設備能力 

⚫  生産及び技術能力 

⚫  品質管理能力 

⚫  マーケティング能力 

⚫  事後サービスシステム 

⚫  技術の改良能力 

協力的関係の構築、

維持に関する信頼性 

⚫  協力的企業文化 

⚫  経営意思決定の柔軟性 

⚫  コミュニケーションの効率性 

⚫  協力の持続可能性 

⚫  技術協力の経験 

⚫  提携管理者の指定可否  

 

 

 

 

 

 

特許ライセンスの相手企業は、どのように選べばよいですか？ 
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ライセンス交渉を行う前には、以下のような項目（主要な契約条件）について、

ライセンスを行う目的や、韓国での事業計画、相手企業の特性に応じた検討をあら

かじめ行って、ライセンス戦略を適切に確立しておくことが肝要です。（第３編参

照） 

 

１．知的財産の提供の範囲 

① 特許のみかあるいは特許とノウハウ、特許と商標を一緒にライセンスするか 

② 技術資料などの提供や技術指導（派遣指導）の要否とその範囲 

 

２．ライセンスの範囲 

① 独占的ライセンス（専用実施権など）か、非独占（通常実施権など）か 

② 再実施権（Sub License）の許諾可否 

③ 市場（地域）の制限、対象製品の制限 

④ ライセンス期間 

 

３．対価（ロイヤルティ） 

① ロイヤルティの額 

② 対価の支払い方法（一時金か経常ロイヤルティか）、最低技術料 

③ 租税の取り扱い、監査権 

 

そのほかに、契約書の作成にあたって必要な事項として以下のような事項もあり

ますので、ライセンス交渉前、あるいは、主要な条件について交渉がまとまった後

に、これらの事項についても両者で協議をする必要があります。 

 

① 改良技術の取り扱い 

② 技術保証 

③ 部品、原材料、製造設備などの提供 

④ 競争製品の取り扱い制限 

 

 

 

 

 

ライセンス戦略で検討すべき「条件」として、どのようなものがありますか？ 
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ライセンス交渉にあたって特に留意したほうが良い点は以下の通りです。 

 

１．交渉相手の把握および対処 

• 交渉相手の把握（権限、性格、態度、方針、能力、スタイルなど） 

- 対応能力を備えるよう交渉チームをライセンス契約に利害関係を有するす

べての部署（財務、法律、エンジニアリング、マーケティング）の代表者

から構成し、相手の要求に対する徹底的な準備とともに技術と市場に対す

る十分な理解に基づいて交渉を進める 

• 状況に応じて、技術者、弁護士・弁理士などの交渉参加の検討 

• 韓国固有の文化やライセンス関連法・支援プログラムの熟知 

- ライセンス先の組職文化は交渉に多くの影響を及ぼすので、韓国企業の交

渉文化や交渉能力について理解したうえで交渉に臨む。 

 

２．技術流出への対処 

• 交渉時に公開（開示）する範囲の決定 

- 予め交渉中に話せる内容とそうでない内容等を決めておく 

• 交渉前における秘密保持契約の締結 

• オプション契約の有無ならびに範囲の決定 

 

３． 時間と空間の活用 

• 相手方に時間的な制約・拘束がある場合は、最大限それを利用する 

• 交渉場所はできるだけ有利な場所（例:自社会議室等）で行う 

• 自由な雰囲気で相手方担当者と歓談する機会をもつ 

 

４．先に提案する 

• 提案ベースで交渉が進展する可能性が高い 

• 先に提案するための事前調査を徹底する 

 

５．会議録やMOU 

• 交渉段階別にその結果を会議録として整理 

• 会議録における相手の確認署名 

• 以後、紛争発生時、重大な証拠資料として活用可能 

 

交渉中に「特に注意すべき点」として、どのようなものがありますか？ 
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韓国企業とのライセンス契約書の作成時に特に留意しなければならない事項には

次のようなものがあります。 

 

 実施権者の範囲特定 

◼ 契約当事者や下請負の許容可否など 

 契約地域 

◼ 契約地域（輸出国家の指定）や輸出の許可・禁止 

 実施許諾条項など 

 実施権の種類 

 製造物責任 

◼ 商標の使用と製造物責任及び製造物責任の免責 

 実施権者の不争義務 

 裁判管轄と準拠法 

 契約書の言語 

 

  

更に、韓国の公正取引法上の不公正取り引き行為に該当有無についての検討やロ

イヤルティの租税等も確認して下さい。 

又、一般的なチェック事項は次ページの［表１］のようになります。より詳細な

内容は‘第６編のライセンス契約の作成’などをご参照下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

ライセンス契約書の作成時における留意点はどのようなものがありますか？ 
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［表１］技術移転契約チェックリスト 

                                            
1 技術料は技術の購買ないし使用に対する対価をいい、より広義である‘ロイヤルティ’は技術以外の権利(例えば商

標権)に対する使用対価の意味としても使われる。技術に対する使用対価という点を強調するためにはロイヤルティよ

りは技術料という用語がより適当な場合もあるので、本マニュアルでは技術料とロイヤルティという用語を混用するも

のとする。 
2 韓国の民法では、契約の‘解除’と‘解止’を区別して定義している。契約が‘解除’されれば、各当事者はその相手

方に対して原状回復の義務があり(韓国民法第５４８条)、契約が‘解止’されれば、該当の契約は将来に対してその効

力を喪失する(韓国民法第５５０条)。つまり、契約の‘解除’は該当の契約自体がはじめからなかったことにする行為

であり、契約の‘解止’は、解約時点までの契約は有効とするが、以降の残り期間の契約を取り消す行為である。 

テーマ 内容 確認 

契 約 当 事 者 
契約当事者の名称と本店所在地（登記簿謄本、事業者登録

証）の確認 
 

 

契約技術の定義 契約技術を明確に明記する。（技術名／特許番号など）  
 

技術移転の支援 

契約後に進行される技術移転支援および諮問内容の具体化

（無償支援期間、諮問回数、研究者を派遣する場合の人

員・期間・経費処理など） 

 
 

技術移転の方式 
譲渡／専用実施権／通常実施権／期間／地域又は製品限定

など 
 

 

技術料 1の納付 

技術料の納付方法（一括払い又は前払技術料＋経常技術

料） 

経常技術料の計算方法及び納付時期と会計資料の検査方法 

 
 

改 良 技 術 
改良発明に対する公知／共同所有の有無／実施権許諾の有

無等 
 

 

秘 密 保 持 
相手方の秘密情報取得による保安措置（期間／損害賠償形

態） 
 

 

紛争解決方法 紛争解決の手続きと方法（管轄裁判所／仲裁方法、等）  
 

契 約 の 解 止 2 
契約解止に該当する事由規定（猶予期間および書面通知可

否） 
 

 

協 議 契約に規定していない事項の協議方法  
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ライセンスに関する知っておきたい法規   

 

 

知的財産権に係わる法令としては、 

 特許法 

 実用新案法 

 デザイン保護法（日本の「意匠法」に相当） 

 商標法 

 著作権法 

 不正競争防止および営業秘密不正競争防止 

 コンテンツ産業振興法 

 半導体集積回路の配置設計に関する法律（半導体配置設計権の保護を目的） 

などがあります（第１編第２章を参照）。 

 

更に、外国企業の韓国企業への不当な技術提供を防止し、国家核心技術の外国への

流出防止や不公正な取り引きを禁止するために 

 産業技術の流出防止および保護に関する法律 

 独占規制および公正取引に関する法律 

 知的財産権の不当な行使に関する指針 

などを設けています。 

 

一方、技術開発促進法は所定の要件に該当する新技術に対する認証および支援する

ため 

 外国人投資促進法 

 技術移転および事業化促進に関する法律 

などを規定しています。具体的な内容は第３編の第４章から第６章を参照して下さ

い。 

 

ライセンスに関連する韓国の法制度は、以上のとおりです。各法律、指針等につい

ては、本書で詳細に解説しておりますので、詳しくは本書の対応ページをご覧くださ

い。 

韓国において知的財産権の技術移転に係る法令はどのようなものがありますか？ 
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ライセンスの対価算定及び管理   

 

 

売上高を基準にしたロイヤルティは、対象物の販売価格に料率を掛けて算定しま

す。その算定方式を要約すれば次のようになります。 

売上高（販売額）ロイヤルティ＝対象製品の売上高×料率 

この際、対象製品の売上高は総売上高にするのか純売上高にするのかを決定しな

ければなりません。総販売価格（総売上高）を実施料算定の基礎とすれば、許諾特

許の実施効果と無関係な諸経費に対しても実施料を賦課するという問題があります

が、諸経費をわざわざ計算する手間が省けます。一方、純販売価格（純売上高）を

実施料算定の基礎とする場合にはその逆です。 

一般的に売上高から一定部門を除いた純売上高を基準にする場合が多いのです

が、この際、除かれる部分に対する項目を控除項目と言い、この控除項目をどの範

囲にまでするかは、当事者によって慎重に合意しなければならない部分です（控除

項目などに対しては第３編の第２章を参照）。 

 

 

 

ライセンス契約の中でロイヤルティ条項を決める場合には、 韓国の公正取引法に

触れるのかに関して、いくつか留意すべき点があります。例えば、過度に高額なロ

イヤルティを賦課する行為は、韓国の民法上、公序良俗に反し、知的財産権の不当

な行使に関する指針では、具体的な例として、ロイヤルティ差別行為（ロイヤルテ

ィ率の差別的割引、差別的ロイヤルティ上限制）、特許権消滅後のロイヤルティ支

給、ロイヤルティディスカウント行為、技術料算定方式が契約書に明示されずに提

供者が技術料算定方式を一方的に決める場合、契約製品以外の製品に対して技術料

を賦課する場合などを挙げています。韓国と外国企業間のロイヤルティ条項に関し

て不公正課徴金が下されたケースとして有名な事例は、２００９年に韓国の公正取

引委員会がQ社に対して不公正取引（ロイヤルティ差別および条件付きリベート）

の疑いで当時韓国史上最大規模となる２,６００億ウォンもの課徴金を賦課したケー

スと、２０１７年に韓国の公正取引委員会がQ社に対して不公正取引（FRAND条約

違反）の疑いで韓国史上最大規模となる１兆３１１億ウォンもの課徴金を賦課した

ケースがあります。 

 

売上高を基準にしたロイヤルティ算定の際、注意する点は何でしょうか？ 

 

ロイヤルティ契約時に韓国の公正取引法上の留意事項は何ですか？ 
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商標権及び著作権ライセンス    

 

 

専用使用権を許可すると言っても第三者による並行輸入は許容されますから、これ

に対する十分な説明及び必要ならば契約書に明示するようにします。また、商標は出

所を示す表示なのでライセンシーが使用する商品などの品質を統制する品質管理条項

が具体的に契約書に明示されなければならず、契約終了時の在庫品処理についても商

標の名声保持及びロイヤルティ確保と直接的な関連があるので具体的に明示されなけ

ればなりません。より具体的な内容は第５編第１章を参照して下さい。 

 

 

 

 

 

 

韓国商標法によれば、商標使用権者は商品の品質誤認や出所の混同を起こさないよ

うに、使用する商標の正当使用義務及び使用権者の氏名表示義務を持つようになり、

商標権者は使用権者の商標使用に関する管理、監督義務、及び商標権の放棄の際に使

用権者の同意を得る義務などを持つようになって、これに違反する場合、商標登録ま

たは商標使用権が取り消されるおそれもあります。この義務条項は契約書に記載され

ていなくても守らなければならないので、紛争を防止するために契約書に明示するよ

うにします。より具体的な情報と説明は第５編第１章を参照して下さい。 

 

 

 

 

 

韓国において商標権ライセンス契約を締結するとき 

特に留意しなければならない事項は何ですか？ 

 

韓国で商標権ライセンス契約を締結するとき 

両当事者の義務にはどのようなものがありますか？ 
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韓国では著作物、特にキャラクターに対する関心が日増しに増加しており、キャラク

ターの導入と活用が普遍化されています。代表的な事例として、K社のキャラクター

は、初めはK社のメッセンジャーの絵文字として導入されたが、後にキャラクター事

業化が進み、現在ではキャラクター事業だけでも大規模ビジネスを構築しています。 

 

 

 

 

 

 １９６６年に創立されたアメリカの登山用品およびアウトドア用品メーカーである

N社から、該当商標の使用権を韓国のOEMおよびODM生産会社であるY社が取得し、

冬のダウンジャケットをはじめとしたアウトドア製品市場で大きな成功を収めた事例

がある。韓国市場での大きな成功で、使用権を取得していたY社は、単なる注文生産

を超えて、N社製品の企画から生産と販売にわたって大きな影響力を行使している。 

 

 

 

韓国で著作権ライセンスに対する事例はどのようなものがありますか？ 

 

韓国内において商標権者からライセンスを受けて 

使用権者の地位として商標権を行使している代表的な事例がありますか？ 

た 
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韓国でよくあるトラブルへの対策 

 

 

＜出願を優先する＞ 

特許、実用新案など産業財産権として出願されていない技術を公開してしまうと、

他人がその技術の内容を知ってこれを悪用して盗用したり、または、その技術を応用

した改良技術や類似技術について出願、登録を行うことができるようになったりする

ので、博覧会や展示会に出展するより先に特許、実用新案など産業財産権として出願

した後で公開をすることが重要です。 

また、出展した後に、特許などの出願を行っても、既に公開された技術については

特許を受けられないという特許制度の原則により、出願が拒絶されることになりま

す。なお、この点について、出願人が自ら公開した場合には一定の救済措置がありま

すが（韓国特許法第３０条）、韓国以外の国にも出願を行う場合には問題が発生する

おそれがあるので、やはり、やむを得ない場合を除いて、博覧会や展示会に出展する

前に、出願を済ませておくべきです。 

 

＜商標についても出願を済ませておく＞ 

商標については、特許などと異なり、韓国の展示会などで先に公開したことを理由

として商標出願が拒絶されることはありません。 

しかし、展示会の出展を見た者が、当該商品の韓国進出が計画されていることを知

り、先にその商標を韓国で出願してしまうおそれがあります。商標の場合、日本にそ

の商標の商品があったとしても、韓国でそれが周知または著名でなければ、先に韓国

で出願した者に権利が与えられるのが原則です。 

このような事態を避けるためにも、出展する前に（韓国への進出を検討する段階

で）商標についても出願を済ませておくべきです。 

 

＜なるべく重要な技術は露出しない＞ 

更に、特許、実用新案として出願または登録を確保した状態であっても核心技術が

そのまま露出してしまいますと、第三者がその内容を簡単に把握し、これを利用して

改良発明をして特許や実用新案を確保し、逆にライセンスを要求してくることも考え

られるので、核心技術が流出しないように気を付けなければなりません。ノウハウな

どの秘密情報について、流出しないようにすることはもちろんです。 

 

 

韓国で博覧会や展示会に出展する場合、特に留意しなければならない事項は？ 
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＜商談する場合は、秘密保持契約の締結も＞ 

商談となって、相手方から技術の内容や、原材料や製造方法、各種データなどの情

報を求められた場合には、その情報が秘密情報であれば「秘密保持契約」の締結も必

要となってきます。 

より具体的な情報と説明は第６編第１章を参照して下さい。 

 

 

 

相手方企業が秘密保持の意志と能力があるかどうかを把握する必要があります。そ

して本格的な技術移転交渉に先立ち秘密保持契約書（Non－Disclosure Agreement）

を必ず作成して下さい。この際、公開される技術情報の範囲を明確にしなければなり

ません。相手方企業の最高経営者から秘密保持義務の確認を受けるのみならず、その

他必要な従業員に対しても個別的に秘密保持契約を締結することが場合によっては必

要です。相手方企業が適切な秘密保持管理システムを保有しているかどうかもチェッ

クしておく必要があります。更に、技術移転の形態による技術流出防止戦略のチェッ

クポイントを詳細に作成し各段階別に秘密漏洩防止戦略を立てておかなければなりま

せん。一方、技術資料のより安全な保管と提供のために技術資料寄託制度を活用する

ことも良いでしょう。（より具体的な内容は第４編“第１章 技術移転交渉時の技術情

報の公開範囲及び保護方法”を参照） 

 

 

 

韓国での技術移転手続きは、一般的な技術移転手続きと全く異なっていると考える

必要はありません（詳細な韓国での技術移転手続きに対しては第４編を参照）。 

ただ、技術移転に係わり韓国には多様な法令が存在していますので、この法令に抵

触しないよう契約を進めることが望ましいでしょう（具体的な法令の内容は第３編第

４章から第６章を参照）。更に、交渉をうまく進めるためには韓国の交渉文化及び交

渉能力を理解することも重要です。韓国人は調和、関係の形成、形式などを重視し、

トップダウン式の意思決定に慣れている傾向があります。更に、韓国企業は最近、ラ

イセンス交渉の経験を豊富に積んでおり、特に防御的な立場から先行技術を発掘する

能力に卓越していますので、特にこのような点に留意しなければならないでしょう

（具体的な内容は第４編第２章“韓国企業の文化”参照）。 

一方、韓国企業等から技術移転を受ける場合には、該当技術が韓国政府の指定した

国家核心技術に当たるかどうかを予め把握しておく必要があります（第３編第６章参

照）。 

韓国企業などへの技術提供時、技術流出が心配です。適切な措置はありますか？ 

 

韓国での技術移転手続きで特に留意しなければならない事項はありますか？ 
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ライセンス契約時、特許権などを使用する対価として支払われるロイヤルティに対

しても一般的には税金がかかります。例えば、韓国内に事業所がない日本企業が自ら

の特許権に対して韓国企業からロイヤルティを支給される場合に、韓国税法で定める

ところにより関連税が源泉徴収されます。ロイヤルティ契約ではこのような税金を誰

の負担とするかをロイヤルティ契約条項で明確にしておくことが重要で、日韓両国の

税法をよく熟知し、発生し得る税金を予め詳細に確認しておくことが必要です。 

一方、日韓間には１９７０年代に日韓租税条約が締結されており、上記の場合に

は、韓国の技術導入者が納めた税金領収証を受け取り、韓国税務署に提出すれば、こ

の金額分だけ税金減免が受けられ、国際的な二重課税の免除を受けることができま

す。更に、この時、賦課される租税範囲は使用料総額の１０％を超過することができ

ないようにする制限税率の適用を受けます（第３編第２章参照）。 

 また、契約時、ライセンス料の課税に対する特別な明記がない場合は、ライセンシ

ー側が課税を負担しなければならない可能性が高くなりますので、ライセンシー側に

は注意が必要です。 

 

 

 

一般的に定額ロイヤルティの場合は、契約初期に支払いが成立するので未払いによ

る問題が少ない方ですが、経常ロイヤルティの場合、ロイヤルティ未払いによる問題

が起こる余地が多く含まれています。 

一般的に経常ロイヤルティを適用する場合には、技術移転の事後管理のために定期

的に実態報告書を提出するようにしたり、技術提供者が実施権者企業に現場実査がで

きるよう契約書上に明示することが好ましいです。更に、実施権者が故意に売上高を

不正に低く報告したりした場合に、技術提供者の実査費用や遅延利子などを、実施権

者が支給しなければならない義務条項などを明示することも好ましいです。 

更に、技術提供者も実施権者が売上げによる経常ロイヤルティをきちんと納めてい

るかどうかを積極的に確認することが必要です。例えば、経常ロイヤルティが売上高

を基準に計算される場合、移転技術に係わる製品カタログ、広報記事などの実施権者

の売上げ関連情報を持続的にモニタリングすることが良いでしょう。一方、技術料が

きっちり回収されず、実施権者である企業を現場実査をする場合には、できるだけ、

技術開発者、契約担当者、弁理士、公認会計士などがチームを編成して実施すること

が好ましいでしょう。 

日韓間の技術移転によるロイヤルティ支払いについて課税はどうなりますか？ 

 

ロイヤルティの効果的な回収方法はありますか？ 
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 韓国大法院の判例によると、特別な約定がない限り、特許が無効になっても、特許権

者は無効になる前の期間の間の実施料を請求することができ、実施権者が特許権者に

既に支払った実施料がある場合、特許権者にこれを返還する義務もないと判示してい

ます。 

より具体的な内容は第１編第２章１－４の“（３） 特許などの無効とライセンス”

及び第６編第１章１２－４の“（２）許諾特許権の有効性保証”を参照して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

韓国の製造物責任法第３条によれば、製造メーカーは製造物の欠陷によって生命、

身体または財産に損害（当該製造物に対してのみ発生した損害を除く）を被った者に

その損害を賠償しなければなりません。従って、一般的なライセンスの場合ならば該

当製品を直接製造・販売していないライセンサーには製造物責任がないと言えるでし

ょう。ただ、判例によれば、“製品に製造メーカーや輸入業者と誤認を生じさせる一

連の表示をした者”も業者に属することになりますので、ライセンシーに対する商標

使用許諾時には、ライセンス製品に対する品質チェックなどの活動を保証し、ライセ

ンサーに製造物責任がないことを契約書に明示するなどの措置が必要です。より具体

的な内容は第６編第１章“１１－２商標の使用と製造物責任”を参照して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライセンス契約期間中に特許が無効になってしまえばその間に支払われたロイヤ

ルティはライセンシーに返還しなければなりませんか？ 

 

韓国企業に特定製品の製造と販売でライセンス供与しましたが、販売製品の欠陥

のため消費者が被害を被った場合、ライセンサーの責任はどうなりますか？ 
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ライセンスの基本用語 

 

 

特許権、デザイン権（日本における意匠権）、商標権、著作権などの権利（知的財産

権）は、一般に独占権といわれているように、他人がその特許技術を実施したり、他人

がその登録商標を使用したりすることを排除する権利を有しています。 

特許権者などは第三者に対して、このような独占的な権利の実施（使用）許諾をする

ことができます。‘実施権’とは、特許権者以外の者が特許発明などを業として実施する

ことができる権利を意味し、通常、特許権者と実施権者との間の契約によって発生しま

す。 

特許権者などの知的財産権を相手方に実施（使用）許諾する者をライセンサーあるいは

実施許諾者などと呼び、そのような許諾を得て実施権を持つ者をライセンシーあるいは

実施権者などと呼びます。 

また、実施権は許諾の内容及び性質などによって専用実施権と通常実施権とに分けら

れます。専用実施権及び通常実施権という用語は日本の特許法で使用されているものと

同様で、その意義や効果についてもほとんど同じです。専用実施権は独占的ながら排他

的な物権的権利で（従って、特許権者も専用実施権の範囲ではその実施権限が排除され

る）、通常実施権は独占的でも排他的でもない債権的権利です（従って、同一の範囲の

実施権を多数の者に設定することもできます）。専用実施権は特許庁への設定登録によ

ってのみその効力が発生する点に気を付けなければなりません。通常実施権の設定登録

は、第三者に対する対抗要件です。特に、英文にて契約書を作成する際には、専用実施

権を“Exclusive and sole license”と明確に表現しなければなりません。“Exclusive 

license”という表現は独占的通常実施権を意味することもあるからです。より具体的な

内容は第１編第５章及び第６編第１章“５－１．実施権の選択”を参照して下さい。 
 

［表２］専用実施権と通常実施権の比較 

区分 専用実施権 通常実施権 

許諾者 特許権者 特許権者（又は専用実施権者） 

設定登録 効力発生要件 第三者対抗要件 

許諾者の自己実施権留保 不可 可能 

他の実施権の存在 可能（但し、許諾範囲が異なる） 可能 

再実施権設定 特許権者の承諾が必要 特許権者（又は専用実施権者）の承

諾が必要 
 

 

「実施権」とは？／韓国における専用実施権と通常実施権の区分は？ 
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技術は無形の「資産」であるので、技術情報を他人に移転し、当該技術を使用させ

るときには、それに相応する対価の支払いという概念が生じます。このような技術取

引に対する対価をロイヤルティ（royalty、使用料又は実施料）といいます。 

「経常ロイヤルティ」とは、予め算定基準を設け、一定期間その算定基準によって

ロイヤルティを定期的に計算して支給する方式であり、一般的に生産量、販売量など

技術が使われる水準に比例して決まります。経常ロイヤルティは、ｉ）製造原価に連

動したロイヤルティ、ⅱ）節減金額に連動したロイヤルティ、ⅲ）純利益に連動した

ロイヤルティ、ⅳ）（純）売上高に連動したロイヤルティ、ｖ）契約製品単位に連動

したロイヤルティなどに分類され、これらの内、ｉ）～ⅳ）を料率実施料

（percentage royalty、従価実施料とも言う）と言い、ⅴ）を対物実施料（per－

quantity royalty、従量実施料ともいう）と言います。 

この内、製造原価、節減金額または純利益に連動するロイヤルティの場合には、実

施権者の重要な機密事項の公開が必要になる問題があり、好まれない傾向があるの

で、一般的には契約製品の売上高または販売量などに連動する方式が採択される場合

が多くなります。これらの方法は確認と計算が簡単で、機密事項公開のおそれが比較

的少ない点等の長所があり実務上多く利用されています。その他、最近多く採用され

ている方式としてマイルストーン方式がありますが、主にバイオ分野において多く使

用されており、技術移転料を技術開発段階別に支給する方式です。バイオ分野では前

臨床、臨床、許可申請、製品生産など技術の開発段階を容易に区分することができ、

その段階別で技術の事業化及び市場価値が大きく変わるので、このようなロイヤルテ

ィ算定方式が多く採用されています。（詳細は第３編第２章を参照） 

「定額ロイヤルティ」とは、技術対価を使用実績と関係なく定められた定額金額と

して表示し支給する方式で、前払金、固定技術料、総額技術料などがあります。この

内、前払金は一般的に技術取引の初期段階で支給するものであり、内容的には該当技

術移転の最小経費等に対する補償と考えられ、一般的に経常ロイヤルティと併用され

るようになります。 

一方、固定ロイヤルティは、実施許諾のすべての対価を定額で支払うことであり、

技術移転全体に対して一括払いにするか、四半期別に固定支払いの場合があります。

この内、一括払いの方式は特に韓国の大学で多く採用されている傾向があります（具

体的には第３編第２章２－２．の“ロイヤルティの支給形態による分類”を参照）。 

実際には、定額ロイヤルティよりは経常ロイヤルティがより多く採用されています

が、経常ロイヤルティは技術提供者の立場では経常ロイヤルティの算定に対する売上

高などの販売状況を正確に確認しづらく、実施権者も経常ロイヤルティに対して技術

提供者から実査の要請がある場合、資料準備などの負担を抱えるようになり、内部資

料閲覧に係わり多くの摩擦をもたらす場合が多いため、韓国の多くの大学と一部の大

企業では定額ロイヤルティ方式が好まれています。 

「ロイヤルティ」とは？ ／ 経常ロイヤルティと定額ロイヤルティの違い 
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第１章 ライセンスの意義 

 

 

１．ライセンスとは？ 

 

ある日本企業が独自商品やブランドを擁して韓国への事業進出を検討している。し

かしながら、初期投資に多大な費用負担（工場設立、販売ルートの開拓や韓国企業の

買収など）をできるだけ避けたい状況である。 

 

ハイリスクの
環境を出来
るだけ回避
したい 現地での工場

設立

多額の投資
費用

韓国市場における
事業見通し

ハイリスクな
状況での投資
を出来るだけ
回避したい 優秀な人材

の確保

韓国法規事情

 

事業進出には、様々な方式が検討されるが、韓国市場に精通する韓国企業と手を組

むことも一つのリスク軽減策といえる。 

韓国企業が持つ韓国内での生産能力や人材、
あるいは、販路やマーケットを活用して、日本企
業の独自商品・ブランドを韓国内に展開する。
韓国企業であれば、韓国内での法的なステータ
スもあり、万が一の場合の法的対応能力もある。

 

こうした場合、現実的には知的財産ライセンスの手法がとられることが多い。例え

ば、日本企業から、独自の技術（特許）や商品デザインを、韓国企業に提供して商品

を生産させ、また、場合によっては、ブランドも提供して日本企業のブランドで商品

を販売し、その対価としてライセンス料を徴収することにより、韓国への事業進出と

するのである。 

独自商品 独自技術 ブランド生産能力 販路、マーケット

知的財産ライセンス契約

使用権を与える

対価を得る

ライセンス料
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「ライセンス」とは、一般的に特定の財産権を有する者（ライセンサー）が、対価

を受けて、他人（ライセンシー）にその財産権を使うことができる商業的権利を付与

する契約をいう。特に上記のように技術（特許権）やデザイン（意匠権）、ブランド

（商標権）などの知的財産権を有する日本企業は、ライセンスの手法を用いることに

より、韓国企業に、その技術やデザイン、ブランドを使用させ、その対価（ライセン

ス料）を受ける契約を締結することで韓国への事業進出を検討することができる。 

 

 

 

このような提携関係を「知的財産ライセンス」といい、韓国企業と日本企業という

２つの主体の間で、知的財産権を客体として、その使用許諾や対価の支払いなどにつ

いて取決めをするものであるため、以下のような主要要素について慎重に検討する。 

 

何を

どのように

誰と
韓国企業の発掘や選定(主体の問題)

知的財産の種類・選択・組合せ(客体の問題)

「使用させる」ことや「対価（代金）」のみならず販売数量
の規制など事業戦略をコントロールするもの

 

 

特にライセンス方式の問題は、韓国内での事業戦略の主導権の確保および事業の成

功に密接な関係があるので非常に重要である。例えば、新規商品を韓国企業を通じて

製造、販売させる場合に、日本のブランドと同一ブランドを韓国内でも使用させ、日

韓で同時にブランド展開を行うのかどうかの決定は、韓国内だけでなく日本での以後

の事業展開にも非常に大きな影響を及ぼすであろう。 
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２．ライセンス・インとライセンス・アウト 

 

韓国企業との知的財産権ライセンスにより韓国市場の進出が企図できるように、逆

に日本企業が韓国の企業や大学の技術やブランドを知的財産権ライセンスによって導

入し、新製品・新事業を日本市場に導入することもできる。 

※ 前者の場合を‘ライセンス・アウト（License Out）’といい、 

後者の場合を‘ライセンス・イン（License In）’という。  

‘ライセンス・イン’は、新製品・新事業を模索する日本企業が、自社で新たな技術

やブランドを独自に開発するのではなく、独自開発に必要な時間と資源を節約しなが

ら（独自開発リスクの回避）目的とする技術やブランドを獲得する方法である。日本

の企業は独自の高い技術力を有しているが、自社の技術に外部の技術を融合させて、

全く新たな製品を開発するいわゆる‘オープンイノベーション’の手法も製品サイク

ルが短縮化するなかで活用すべきことである。 

米Apple社のｉＰｏｄは、
多くの他社技術を融合
させて独自の製品とし
て大成功した例である。

 

 

韓国の企業や大学の技術、ブランド、デザインなどがライセンスの方式で日本に輸

入される場合が‘ライセンス・イン’の代表的な場合であり、また、韓国企業の技術

を導入して韓国内で事業を展開することも一種の‘ライセンス・イン’ということが

できる。また、韓国の大学や研究所と共同で研究開発を進行しその結果の技術や製品

を日本国内に導入することも‘ライセンス・イン’の一つの類型ということができる。 

独自商品 独自技術 ブランド 生産能力 販路、マーケット

知的財産 ライセンス契約

使用権を得る

デザイン 新製品投入

対価を支払う

ライセンス料
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以上のとおり、ライセンスは知的財産権を供給する（使用許諾する）か、導入する

かにより、「ライセンス・アウト」と「ライセンス・イン」に分けられる。 

 

 ライセンス・アウト 

日本➪韓国 

ライセンス・イン 

韓国➪日本 

技術やデザインの 

事業化済み・製品化済み 
シナリオ１ シナリオ３ 

技術やデザインの 

事業化前・製品化前 
シナリオ２ シナリオ４ 

 

先に挙げた例では、日本企業が、その独自技術（特許技術）について、日本市場で

製品を既に開発・販売していて、この製品を韓国市場へ進出させる例を考えた（上記

の表で、シナリオ１に該当）。このようなケースでは、韓国市場に日本市場と同じ製

品が流通するため、商標についてのライセンスを行うか否かの問題や、韓国企業が製

造販売する製品の品質管理を徹底しないと日本市場にも悪影響が及ぶなどの問題にも

配慮して、ライセンスを進める。 

これに対し、日本でも未だ製品化・事業化されていない特許技術について、当該技

術に関心のある企業を韓国内で調査し、当該企業にライセンスすることもある（シナ

リオ２）。例えば、あなたの会社の特許技術Ａが、日本の主要メーカーが既に製品に

採用している特許技術Ｂを代替できる技術であった場合、その特許技術Ａは既に特許

技術Ｂを採用している日本メーカーへのライセンスは望めないが、韓国企業であれば、

この代替特許技術Ａをライセンスすることにより対抗する新製品が開発されることも

考えられる。一方、こうしたケースでは、特許技術Ａの実用化に向けた応用開発・製

品化開発が必要であり、技術開発力のある韓国企業を選定する必要があるなど、ライ

センス契約を検討するにあたってシナリオ２に特有の課題も存在する。 

同様に、ライセンス・インについても、韓国で既に製品化されている場合に日本企

業がライセンスを受けて日本市場で同製品の事業を始めるケースと（シナリオ３）、

韓国の大学の特許技術の導入や共同研究契約のように、未だ製品化されていない段階

の技術をライセンスにより導入し、日本企業が独自に製品化を果たすケース（シナリ

オ４）とに分けられ、ライセンス契約にあたっては、それぞれに特有の課題が存在す

る。 

本マニュアルを活用される場合には、以上のようなケースがあることを念頭に置い

て、自社のケースに関連した留意点や解説について参考としていただきたい。 
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２－１．ライセンス・アウトの目的 

 

ライセンス・アウト（License Out）は個人や企業が自分の知的財産を他人や企業に

ライセンスしてロイヤルティやその他の補償を受けることを言う。日本企業が韓国企

業へのライセンス・アウトを選択する理由としては、日本ですでに事業化・製品化し

ている事業や製品の市場拡大を目的として韓国に進出するケース（シナリオ１）と、

日本で事業化・製品化されていない技術等について韓国で事業化・製品化する企業を

発掘することを目的とするケース（シナリオ２）とに大きく分けられるが、さらに具

体的な理由は、以下の通りである。 

 

（１）知的財産資源からの収入創出 

いかなる理由でも自社が活用していない知的財産があれば、それは該当企業にマイ

ナス費用になり得る（特許権などの維持料）。従って、このような知的財産を他社に

利用させることにより、マイナス費用を無くすと共に収入をあげることができる。 

 

（２）第２の供給源の確保 

自社の生産能力が制限されている場合、または市場自体が単一供給源から提供する

製品を受け入れることを憚る場合、自社の知的財産を他企業にライセンスすることに

より、第２の供給源を確保することができる。 

 

（３）他の市場の活用 

ある特許発明を様々な国や地域で活用する場合に、一企業がすべての市場を対象に

製品を生産し販売する事は容易ではない。この場合、自社がカバーできない市場につ

いては、その市場に精通した企業にライセンスを与え製品を展開することができる。 

特に、外国市場で活動するためには為替管理、税金、労働条件、所有権制限のよう

な多くの問題を解決しなければならない。このような問題に対する負担が海外現地で

の直接事業の妥当性より大きければ、海外現地の事業者に自社の権利をライセンスす

る方が良い場合がある。 

 

（４）副次的効果の創出 

ライセンシーによる広告により、ライセンスされた商標の認知度が増加し、また、

ライセンシーが改良技術を開発した場合には、その改良技術の利用権が得られるなど、

ライセンサーに副次的なメリットをもたらすことができる。 

 

（５）法的費用の最小化 

韓国企業の製品が自社の知的財産権を侵害している疑いがある場合、訴訟などの手
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段によらずに、その韓国企業との間で知的財産ライセンスを締結することで平穏に問

題が解決でき、結果として、侵害差止めに必要な法的費用を抑制できる。 

訴訟などの法的な手段を通じて知的財産権の侵害を差し止めるためには、莫大な費

用と時間、及び人材が必要である。どのような理由であれ、訴訟で敗訴したりすれば、

権利自体を喪失する可能性もある。従って、こうした企業との間でライセンスをする

ことは費用を最低限に抑えつつ侵害を差し止めることのできる非常に効果的な手段と

なり得る。しかし、たとえライセンスが法的費用支出を減らすことができるといって

も、その相手企業が競合企業なら、ライセンスの許可には愼重になる必要がある。ま

た、その相手企業が他の市場において非常に活発な活動をしている場合なら、相手企

業が自社（ライセンサー）の市場において活動できないようにする契約上の措置をし

ておくことも重要である。 

 

２－２．ライセンス・インの目的 

 

ライセンス・イン（License In）は、製品や技術を独自的に開発するために必要な

時間や資源を投入せずにその製品や技術を獲得する方法である。代わりに、自社（ラ

イセンシー）は、ライセンスされた製品の販売から得る利益の一部をライセンサーに

ロイヤルティとして支払う。 

また、標準化された技術を用いる製品市場に対して接近性を得たい場合にも、当該

特許技術についてライセンスを受けることが必要である。例えば、移動電話を製造し

ようとする者は誰でも移動電話の標準に関わる特定技術について必ずライセンスを受

けなければならない。企業などが技術を外部導入（ライセンス・イン）する理由は以

下の通りである。 

 

（１）自社が保有しない技術を融合した画期的製品の開発 

自社が保有する技術、得意とする技術だけでは新製品の開発にも限界がある。他社

の得意技術を取り入れ自社技術と融合させて新たな製品を創出することも革新的なア

イデアであり、そうした新製品・新規事業を実現するためにもライセンスによる他社

技術の導入は必要である。 

 

（２）開発のための時間・費用などリスク回避 

技術開発、デザイン開発、ブランド開発には多くの費用と時間が必要であり、それ

が自社の得意分野であったとしても、開発失敗の可能性は排除できない。 

求める技術、デザイン、ブランドが既に韓国企業により開発されている場合には、そ

れらをライセンスにより導入することにより開発リスクを回避することができる。相

手企業に支払うロイヤルティは、開発リスクに比較して安価なものとなるよう交渉す
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ればよいのである。そして、技術、デザイン、ブランドのライセンスを受けることで、

自社が求める製品を市場に送り出すのに必要な時間が大きく短縮される場合が多い。 

 

（３）標準化された製品の市場への参加 

現行の多くの標準は独占的技術を含んでいる。市場で競争するためにすべての販売

者は自らの製品に統合されているそのような技術についてライセンスを獲得しなけれ

ばならない。一般的には、標準に統合されている技術は、要件を備えた全てのライセ

ンシーに標準化条件の下でライセンスされる。 

 

（４）知的財産権を侵害した場合の対処 

自社が韓国で販売していた製品が、韓国企業の知的財産権を侵害していることが発

覚した場合に、そのままでは知的財産権侵害により製品の製造・販売が差し止められ、

それまでに開拓した販路や市場を失うことになる。そして、訴訟で争った場合には、

時間・費用その他の大きな負担が余儀なくされる。 

相手企業とライセンスを行うことにより、事業推進の深刻な混乱や過度な負担を避

け、適法に事業を継続することができるので、費用節減型の解決方法である。 
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第２章 ライセンスと知的財産 

 

 

１．ライセンスの対象となる知的財産権 

 

１－１．概要 

 

ライセンス対象としての知的財産権は、技術的な権利と非技術的な権利とに分ける

ことができる。技術的な権利には、特許、実用新案権、デザイン権（意匠権）、ノウ

ハウ、マスクワーク（半導体配置設計権）などが含まれ、非技術的な権利には商標権、

著作権などが含まれる。 

知的財産権のライセンスは、技術的な権利単独、あるいは非技術的な権利単独にて

行われる場合もあるが、状況に応じて、技術的な権利と非技術的な権利とが同時にラ

イセンスされる場合もある。 

 一方、効果的かつ高収益のライセンスは、いずれか一つだけの特許や技術のライセ

ンスによっては達成できない。特許登録された技術といっても実際に現場でその技術

を適用するためには周辺の技術ノウハウが必ず必要な場合が大部分である。したがっ

て技術のライセンスをするときには営業秘密として維持される技術ノウハウも共にラ

イセンスすることが一般的である。また、技術と商標を結びつけてライセンスする場

合の色々な長所のために、技術と商標の混成ライセンスも多く成立している。 

 

１－２．ノウハウを含んだ特許権などのライセンス 

 

特許権などの産業財産権とともにその特許を実現することができるノウハウ技術を

含めてライセンスする場合が多い。韓国の企業、特に韓国の中小企業は、特許権など

の産業財産権単独の移転よりは、特許権などの産業財産権とこれを実現することので

きるノウハウを含むライセンスを好む傾向にある。 

特許明細書のみをもって製品化することには限界があるため、韓国の中小企業にと

ってノウハウの移転は非常に重要な関心事である。一般的にも、技術導入者の立場に

おいては技術ノウハウを習得することによって、技術力が向上し、該当技術を商品化

するのに失敗する確率を減らすことができる重要な手段となる。 

一方、技術提供者の立場においては、ライセンス後の技術支援及び教育をしなけれ

ばならない負担と手間がかかるため開発者はこれを忌避する傾向にある。従って、ノ

ウハウを含む技術ライセンス契約においては、提供されるノウハウの範囲、ノウハウ
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の提供の方式と手続き、ノウハウの追加提供に応じた追加ロイヤルティの算定などに

おいて非常に具体的且つ愼重な検討が必要である。 

 

１－３．商標を含めたライセンス 

 

技術ライセンスに係わる知的財産は特許、著作権（コンピュータソフトウエア）及

びノウハウに限定されたものだけではない。これらの知的財産とともに商標をライセ

ンスすることは、次のようなさまざまな利点をもたらす。 

 

① 商標は、製品本来の価値以外の付加的な価値を提供する。従って、技術単独のライ

センスより更に多くの金銭的対価をライセンシーに要求することができる。 

② 商標は、法的に無期限更新できるため、商標のライセンスも無期限に継続できる。 

③ ライセンシーが商標を使うことは、商標権者であるライセンサーにも利得になる。

ライセンシーによるすべての商標活動（製品流通、製品広告など）は商標の大衆的

認知度を増加させるようになるからである。 

④ 特許発明の価値は、時間が経つにつれて減少するケースが多いが、商標の価値は時

間が経つにつれ一般的にイメージが上がるため、その価値が上がる可能性がある。

商標価値の上昇は時間が経ってもロイヤルティ率をそのまま維持することができる

十分な根拠となる。特許だけのライセンスであれば契約の延長時点においてロイヤ

ルティ率を減らされるのが普通であるが商標はそうではない。従って、特許期間満

了後にもそれ以前と同等か高いロイヤルティ率によってライセンス期間を延長する

ことが可能である。 

⑤ ライセンスされた製品と一般生産製品に同一な商標を使うことによって共生効果を

得ることができる。即ち、ライセンスされた製品上に表記された商標の認知は、一

般生産製品の販売まで増やすことができ、その逆も又ありうる。例えば、映画や劇

場音響処理装置に使われた‘ドルビーステレオ’（Dolby Stereo）商標は、一般消

費者用オーディオ装置に使われるようにライセンスされた‘ドルビーサラウンド’

（Dolby Surround）商標を補っている。 

 

一方、ライセンシーによって商標が適切に活用されているか常に監視できるよう手

続きをライセンサーは予め準備する。この手続きには、ライセンス技術に対する技術

マニュアルと適用製品などのリスト作成／性能明細書と検査手続の開発／サンプル評

価技法と関連書類の準備／諸般の問題に対する是正方法の準備／評価、新製品の計画、

新技術の協議と生産ライン検査のためのライセンシー訪問などを含めることができる。 

本マニュアルの主要部分で商標権や著作権に対する説明を述べているが、主に技術

的な権利に対するライセンスに対するものとし、商標権及び著作権などの非技術的権



 

 

30 

 

利に対するライセンスについては別途に第５編にて集中的に扱うものとする。 

 

＜韓国の知的財産権制度の種類について＞ 

 

韓国において知的財産権として保護される権利には、特許権、実用新案権、デザ

イン権（意匠権）、ノウハウ（営業秘密）、商標権、著作権（コンピュータープロ

グラム著作権を含む）などがある。これ以外に、デジタルコンテンツ及び半導体配

置設計図関連法によって独自的に保護されている。 

 

（１）特許権及び実用新案権 

特許権及び実用新案権は、自然法則を利用した技術的な思想（idea）の中から新

しく進歩したものに対して特許法及び実用新案法により各々付与される独占排他的

な権利である。特許法と実用新案法はそれぞれ‘発明’と‘考案’とをその保護対

象にするが、考案は発明よりは技術水準が低く物の外形上の機能に係るものであっ

て、その保護期間も発明の場合、出願日から２０年であることに比べ、考案の場

合、実用新案登録出願日から１０年と短い。更に、特許法においては物や方法に関

する発明の全てを特許の対象にしているが、実用新案法では方法に関する考案は認

められていない。 

一方、コンピュータープログラムは、韓国特許法上、 記録媒体に記録されたコ

ンピュータープログラム、またはコンピュータープログラムを記録した記録媒体の

形態（物の発明）またはコンピュータープログラムによって実行される方法（方法

の発明）の形態などを発明として特許出願することができる。また、コンピュータ

ープログラムは著作権法でも保護されている。 

 

（２） デザイン権（意匠権） 

デザイン権は、物の機能と無関係に該当物の審美的な特性、すなわちデザインに

対してデザイン保護法により付与される独占排他的な権利である。このような独占

排他的な権利は一定期間（出願日から２０年）のみ有効であり、その期間が過ぎれ

ば誰でも自由に利用することができる権利となる。 

 

（３）商標権 

商標権は、該当商標の付いた物の品質ないし物の提供先に対する権利者と需要者

との両側の信用を保護するために法的に付与される独占排他的な権利である。商標

権は技術的な権利を保護するものではなく該当商標に対する需要者の信頼を保護す

る側面が強いため、他の知的財産権より公益性がより強く、権利の保護期間も１０

年毎に無制限の更新が可能である。 
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（４）著作権 

著作権は、文学作品などの芸術品やコンピュータープログラムのような人間の創

作物に対して著作権法によって付与される独占排他的な権利である。著作権は他の

知的財産権と異なり、登録が権利発生の要件ではない。著作権登録制度が存在する

ものの、これは権利者と著作権発生日を推定する効力があるのみで、それ自体が権

利発生の要件ではない。更に、同じ著作物に対して同時に２人以上の著作者があり

得ることも著作権制度の特徴である。他人の著作物を見てそのままコピーしない限

り、原則的に同じ著作物でも２人以上の著作者が存在し得る。著作権は、著作者の

死後７０年まで保護されるなど、その保護期間も他の知的財産権に比べて非常に長

期間であり、ある程度の創作性さえ認められればその独占性が認められるという点

において、他の知的財産権よりその収益性における潜在力が大きいと言える。 

 

（５）ノウハウ 

営業秘密として維持されるノウハウは‘不正競争防止および営業秘密保護に関す

る法律’によって保護され、営業秘密を侵害した者は、民刑事上の責任を負う。こ

の法による営業秘密とは（i）公然と知られておらず、（ⅱ）独立した経済的価値を

有するものであり、（ⅲ）秘密保持された生産方法、販売方法やその他に、（ⅳ）

営業活動に有用な技術上または経営上の情報をいう｡製品の逆設計（reverse 

engineering）などの方法でノウハウが明らかになったり、特許出願などの方法で

ノウハウが公開されれば、その時点からノウハウはそれ以上、営業秘密として保護

されない。 

更に、ノウハウが独立した経済的価値を有しないか、秘密として保持できない

か、ノウハウが営業活動に有用でない場合にも、法的に営業秘密として保護を受け

ることができない。従って、ノウハウを対象にライセンスをする場合、ライセンサ

ーはライセンス契約期間のみならず契約期間満了後にも該当ノウハウが秘密保持さ

れるようライセンシーに対して秘密保持義務を徹底して守るよう要求しなければな

らない。従って、他の知的財産権のライセンスに比べてノウハウライセンスは秘密

保持に関する契約事項の検討が非常に重要である。 

ノウハウは特許権などの他の知的財産権法と異なり別途の登録手続きが存在しな

いが、産業財産権の代表格である特許権とそれに対比されるノウハウとを簡単に比

較すると以下の通りである。 
 

［表１－１］特許とノウハウの比較 

区分 特許 ノウハウ 

権利確定性 確定的 非確定的 

存続期間 特許権利期間 秘密が維持されるときまで 
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排他性 特許法による絶対的排他性 契約による相対的排他性 

秘密性 公開 秘密 

実施契約 簡素 複雑（ケースバイケース） 

転換 ノウハウに転換不可 特許に転換可能 

（６）その他：コンテンツ及び半導体配置設計 

‘コンテンツ産業発展法’によってコンテンツが保護される。‘コンテンツ’と

は符号・文字・図形・色彩・音声・音響・イメージまたは映像（これらの複合体を

含む）の資料または情報を言う。正当な権限なく他人が相当な努力で製作し表示し

たオンラインコンテンツの全てまたは相当の部分を複製または伝送した者には２年

以下の懲役または２千万ウォン以下の罰金に処されるようになっており、別途の損

害賠償請求も可能である。 

‘半導体集積回路の配置設計に関する法律’によって半導体集積回路の配置設計

権が保護される。‘半導体集積回路’とは、半導体材料または絶縁材料の表面や半

導体材料の内部に一つ以上の能動素子を含む回路素子と、それらを連結する導線が

分離することができない状態で同時に形成され電子回路の機能を持つように製造さ

れた中間及び最終段階の製品を言う。配置設計権は、登録申請人の申請により、創

作性を有する配置設計を特許庁の登録原簿に登録することによって発生する。配置

設計権の存続期間は設定登録日から１０年であり、外国人の配置設計権は１９９３

年９月２日以後に創作されたものが保護される。 

 

 

１－４．知的財産の登録制度 

 

（１） 概要 

特許のような一部の知的財産権は、韓国特許庁に登録しておかなければ知的財産権

に関する独占排他的な権利が発生しない。国ごとにいわゆる‘特許独立の原則’が適

用されるため、例えば日本特許庁に登録された特許権などを韓国で権利主張したり行

使することはできない。 

一方、 韓国特許庁に登録された知的財産権に対する独占排他的な権利は登録権利者

のみが有しているため、これを他人にライセンスするためには‘実施権’（特許など

の場合）や‘使用権’（商標の場合）を他人に設定しなければならない。 

又、著作権は創作により権利が発生し、'特許独立の原則’のようなものが著作権に

は適用されない。ただし、著作権を登録しておけば著作者および創作日が推定される

効果があり、登録された著作物に対する侵害には過失が推定されるため損害賠償請求

において著作権者に有利で、著作権登録を行ったものは税関に著作権登録事実などを

申告して侵害品の輸出入から自身の著作権が保護できるため、著作権の効果的な保護

のためには登録をしておくことがよい。 
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著作権は韓国著作権委員会の著作権登録システム （http://www.cros.or.kr）で登録

することができる。 

 

（２） 産業財産権の登録制度 

特許権、実用新案権、デザイン権、商標権を通称して産業財産権とも呼ぶが、この

ような産業財産権は特許庁にその登録を申請（法的用語では‘出願’という）し、所

定の審査を経た後、独占排他的な権利を付与するだけの理由が十分な場合にのみ特許

庁より登録許可を受ける。これらの権利が登録されれば、そのときから独占排他的な

権利が発生し、該当登録が法的手続きによって無効となる前までは、原則的に権利者

以外の如何なる者も権利者の許可なしに該当権利を実施したり使用することができな

い。 

 

（３） 特許などの無効とライセンス 

登録された特許といってもいつでも有効というわけにはいかない。審査過程におい

てすべての先行技術が発見されるものではなく、その他の特許登録要件についても審

査における判断が完全ではない場合がある為である。韓国特許法には登録された特許

の無効を主張することができる特許無効審判制度が存在する。実用新案法や商標法な

らびにデザイン保護法にも同様の制度が存在する。 

従って、ライセンスの締結のときには特許などが無効化された場合に備えて条項を

設けておくことが一般的である。例えば、ライセンシーの立場では、特許が無効化さ

れればその後のロイヤルティは支払わなくても良いという条項を要求できる。一方、

ライセンサーの立場では特許が無効化されてもそれ以前までに支給されたロイヤルテ

ィなどの実施料をライセンシーに返還しないという条項を要求できる。一方、ライセ

ンサーの立場においては実施権者が特許の無効を申し立ててはならないという条項を

契約書に設けるよう要請することもできるであろう。 

 

（４）特許などの権利範囲とライセンス 

登録された特許権の権利範囲以外の範囲についてライセンシーから対価を受けるこ

とは、韓国の‘独占規制および公正取引に関する法律’（第３編第４章参照）に違反

する可能性が高い。従って、特許権の権利範囲を最大限に広く確保できるよう特許出

願のときから特許登録に至るまで持続的且つ戦略的な対応が必要である。 

 

（５） 特許などの出願戦略 

特許出願には多くの費用が必要となる。特に海外特許出願は国内特許出願より何倍

も多くの費用が必要である。従って、考案された発明が、特許出願に必要な費用以上

の収益を新たに創りだすことができるのか等を含め、多様な要素を特許出願の前に考
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慮しなければならない。 

まず、研究開発の初期段階において開発対象製品や工程に対する特許の状況及び技

術動向を調査しなければならない。特許出願はある程度研究開発が完成した段階にお

いて行えば良いのであるが、しかし、既に開発された技術に対して研究開発を開始し

てしまうと、費用の無駄遣いになるのみならず、特許使用料（ロイヤルティ）を該当

先行技術特許の保有企業に支払わなければならない状況も発生し得るためである。従

って、研究開発の企画段階から研究テーマに係わる特許を調査し全体的な技術動向と、

競合企業の動向、そして基本技術の有無などを総合的に判断し研究開発に取り掛かる

か否かを決定する。 

このために、研究段階においては、パテントマップ（Patent Map）を作成してど

の技術分野にどのような特許が登録されているのかを精緻に分析する必要がある。こ

れに基づいて、研究開発をしながら自社が強い技術分野に対しては他社が該当技術を

実施できないように、基本技術と改良技術とを含めてなるべく多くの特許出願で特許

ポートフォリオ（Patent Portfolio）を形成しておかなければならない。 

発明を独占的に維持できるか否かについての検討も行わなければならない。先行特

許の存在によってその使用料を支払わなければならないかも知れないためである。従

って、先行特許を回避しながら適切な保護を受けることができるか否かに関する検討

が成されなければならない。回避設計（Design around）に失敗した特許権に基づく

ライセンスの場合、そうでない場合に比べてライセンサーはロイヤルティの減少を甘

受しなければならない状況になる場合もある。 

一方、特許出願は発明がある程度完成の段階に至らなければ不可能である。万一、

未完成の状態で発明を出願すると、特許法上の特許要件の違背によってその特許出願

の登録は拒絶される。このような場合は、発明内容は公知にされてしまったのに、権

利は持つことができないという最悪の状況になる可能性もある。また、あまり長い期

間をかけて特許出願を準備することも良くない。長い準備期間の間に類似発明が先に

出願されてしまったり、他の刊行物に発表されてしまうと、該当発明は出願しても登

録を受けられないためである。 

ライセンサーの観点から見る場合、発明製品がある特定要素を使わずとも製造でき

るのなら、実施権者に対する統制力が弱くなる可能性があることを考慮しなければな

らない。万一、発明製品がある特定要素を必ず使わなければならないのなら、当該特

許によってカバーされる製品の生産能力を統制することによって特許権者は、技術や

ライセンシーに対する統制力を高めることができる。 

実用新案登録出願、意匠（デザイン）登録出願などに対しても特許出願に対する上

記の観点をそのまま適用できる。 
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２．ライセンシーに付与する権利 

 

２－１．実施権と使用権 

 

韓国特許法は‘実施権’という用語により特許権のライセンスを規定している。た

だ、特許出願中の発明に対するライセンスについては、韓国特許法において別途に規

定していない。 

韓国特許法上、実施権には専用実施権と通常実施権とがある。専用実施権は独占的

実施権であって、同一の権利範囲については、２以上の専用実施権が存在することが

できない。また、専用実施権が設定された範囲については特許権者も実施できない。

専用実施権は特許庁に登録しなければその効力が発生しない。従って、契約書上には

専用実施権と表示したが、特許庁にその趣旨を登録していなければ、独占的権利の行

使に支障をきたし得るという点を、ライセンシーは注意しなければならない。ライセ

ンサーである特許権者も、専用実施権を設定すれば自らの権利行使に支障が生じるた

め、専用実施権の設定自体に対する綿密な検討が必要であり、専用実施権を設定する

場合には通常実施権より相当に高いロイヤルティを要求するなどの措置を講じなけれ

ばならない。 

一方、通常実施権は非独占的な実施権である。従って、同一の範囲に対して多くの

人に通常実施権を許諾することが可能であり、特許権者自身も通常実施権が許諾され

た範囲に対する実施権を保有する。通常実施権は特許庁に登録すればその効力が発生

するのではなく、契約によってその効力が発生する。ただ、特許庁に登録しておけば、

当該特許の権利者（ライセンサー）が移転した場合でも、ライセンシーは新たな権利

者に対して通常実施権の設定を主張できる効力が発生するため、ライセンシーの立場

においてはできるだけ通常実施権を登録することについて契約書に明記したいところ

である。一方、ライセンサーの立場なら、登録された通常実施権の存在によって特許

権などの移転に支障をきたす可能性もあるので、ライセンシーからの通常実施権の登

録要請については愼重に考慮する必要がある。商標法では、実施権ではなく‘使用

権’という用語が用いられ、同様に‘専用使用権’、‘通常使用権’という概念があ

る。これらについては、第５編にて解説する。 

［表１－２］専用実施権と通常実施権の比較 

区分 専用実施権 通常実施権 

許諾者 特許権者 特許権者と専用実施権者 

設定登録 効力発生要件 第三者対抗要件 

許諾者の自己実施権留保 不可 可能 

他の実施権の存在 可能(但し許諾範囲が異なる) 可能 

再実施権設定 特許権者の承諾が必要 特許権者と専用実施権者

の承諾が必要 
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その他、特許法には、法的要件を満足すれば認められる法定通常実施権（例えば、

特許登録された発明の出願日前より使用していた発明をその事業の範囲内において実

施する者には無償の通常実施権が認められる。これをいわゆる‘先使用権による通常

実施権’という）、公益的な目的などのために強制的に設定される強制実施権などが

規定されている。又、実用新案法とデザイン保護法にも特許法と同様の実施権制度を

規定している。 

 

２－２．再実施権（Sub License） 

 

再実施権とは、ライセンシーがライセンサーから実施権の許諾を受けた産業財産権

について、ライセンシーがさらに第三者に実施権を許諾することを言う。再実施権は

独占的実施権（Exclusive License）許諾契約において主に見られ、契約書上に明示的

に規定されなければ認められない技術導入者の特別な権利である。 

再実施権者は実施権者と別個に独立した責任と費用で許諾特許を実施するので、実

施権者が第三者に再実施権を承諾するためには必ず特許権者の承諾を得なければなら

ない。 

韓国特許法第１００条第４項は、専用実施権者が他人に通常実施権（再実施権）を

承諾する場合に、特許権者の承諾を要すると規定している。この規定は、専用実施権

の物権的性格に照らして専用実施権者は特許権者の承諾を受けなくても通常実施権を

第三者に許諾できるのではないのかという疑問を払拭させるために設けられたもので

ある。一つの技術が用途、目的、地域別に多様に活用されることができる場合に効率

的に使うことができる実施権の類型である。 

 

３．様々なライセンスの種類 

 

３－１．概要 

 

ライセンス・アウトは、先述したように事業進出を契機に行なければならないわけ

ではない。企業は技術開発の成果としての特許権などや商品開発段階にて獲得した商

標権などの権利を多数保有することになるが、そういう権利が実際に製品生産やマー

ケティングには活用されていない場合が多い。 

企業が保有するこのような未活用の知的財産権は、韓国企業にライセンス・アウト

することにより、そこから収益を挙げる事もでき、または、韓国企業の技術を利用し

たいときに対抗手段として利用することもできる。 

自社の知的財産権を有効に活用するためにも、知的財産権の獲得のときには他社に

も有効に活用することができるよう強くて広い権利を取得しておき、資産的な価値を
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高めておくことが重要である。 

 

３－２．クロスライセンス（Cross License） 

 

特許権など産業財産権を有する２者間で、互いに相手の産業財産権を交換的に使用

する必要がある場合にクロスライセンスを行う。このとき、互いの産業財産権の経済

的価値が同等な場合には、相互に無償で使用するようになるが、いずれか一方の産業

財産権の経済的価値がより高い場合には、価値が低い方からその差額分を償い実施権

の許諾を受けることが一般的である。 

クロスライセンス（相互実施権許諾）を求める基本的な背景は、技術が複合化、融

合化、高度化するなか、すべての技術を開発し所有するよりは必要な技術を相互間で

使い合うようにすれば、研究開発のための時間と費用を節減でき相互に経済的である

ためである。 

クロスライセンスを計画し、検討及び実施する場合に相互に使い合おうとする特許

の価値をどのように算定評価するかが最も重要な問題と言える。両当事者の技術が、

ある程度、価値が同じである場合には問題にならないが、いずれか一方の技術が、経

済的価値がより大きければ、他方がこれを償わなければならないためである。 

クロスライセンスの相手の特許の経済的価値を評価するためには、特許の数、権利

期間、権利の範囲、及びその技術的価値（発明が製品に占める比重など）、基本技術

かそれとも改良技術か、特許の有効性（無効可能性はないか）などを専門家の助けを

借りて、慎重に検討しなければならない。クロスライセンスは両者の技術を補うと同

時に技術料（ロイヤルティ）を節減できる方法として技術水準が類似する企業間に好

まれる方式である。 

 

３－３．パッケージライセンス（Package License） 

 

多様な特許に関する実施許諾をひとつの契約により締結したり、特許とその特許の

実施に必要な設備、部品、資本などを一括して提供することを通常、パッケージライ

センスという。ライセンサーの立場においては、価値が少し落ちる特許を他の特許と

ともに処分できるというメリットからパッケージライセンスが好まれる反面、ライセ

ンシーの立場においては費用負担が大きくならざるを得ない。 

このような両者の立場を調査するために、ライセンサーが提供しようとする多数の

特許の各々に対する基本ロイヤルティ（Individual Royalty Rate）と増分ロイヤルテ

ィ（Incremental Royalty Rate）を規定し、その中から必要な特許だけを選択するよ

うにする方式が活用されてもいる。このとき、ロイヤルティの算定においては、選択

した特許のうち最も高い基本ロイヤルティ率を有する特許の基本ロイヤルティ率に残
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りの他の特許の増分ロイヤルティ率を加える方式が有用なものとして知られている。

例えば、特許Ａ、Ｂ、Ｃに対して、基本ロイヤルティ率が5.00, 3.50, 3.00としてそれ

ぞれ規定されており、増分ロイヤルティ率が0.30, 0.25, 0.30にそれぞれ規定されてい

るとき、ライセンサーがＡとＣ特許のライセンスを望めば、ロイヤルティ率は5.30

（Ａの5.00にＣの0.30を合わせた値）になる。 

一方、該当特許発明の実施に直接必要としない技術をともに購入させる、いわゆる

“抱き合わせ（tie-in）”は、代表的な不公正取引行為に該当するため、パッケージラ

イセンスにおいてはこの点を注意する必要がある。 

 

［表１－３］ライセンス（実施権）の種類 

種類 長所と短所 

専用または 

独占的実施権 

（Exclusive 

License） 

● 実施権許諾者（ライセンサー）が、実施権者（ライセン

シー）に契約地域において契約期間の間、対象の知的財

産を独占的に使用できる権利の付与 

● 第三者に対する同一実施権の許諾は不可能なため、最低

販売額、最低技術料、競争製品の厳しい制限などの詳細

な条件を盛り込むことが一般的 

● 独占事業権の実益と最低技術料などの賦課条件を比較

し、受け入れるか否かを決定（これは技術導入者の立

場、技術提供者は反対の立場から考慮） 

通常または 

非独占的実施権 

（Non－ 

Exclusive 

License） 

● 実施権許諾者が、実施権者のみならず第三者にも実施権

を付与できる権利を留保する方式 

● 実施権許諾者が一般的に好む方式 

● 実施権許諾者と実施権者が別途の負担無く一般的に採用

できる方針 

● 実施権者（技術導入者）の立場からは最低技術料などの

別途負担がないように留意 

再実施権 

（Sublicense） 

● 実施権を許諾された技術導入者が、その契約上の規定に

より第三者に実施権を許諾できる 

● 一つの技術が用途、目的、地域別に多様に活用できる場

合に効率的に使用できる 

● 契約上の根拠が必要 

クロスライセンス 

（Cross License） 

● 当事者相互間で相手の特定技術を互いに使用する必要が

ある場合に採用 

● 相互に無料で実施権を許諾、または経済的価値の相違が
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あれば利益の多い側が相手にその差額分だけ補償する 

● 相互協力関係の形成で技術料の節減と競合者排除の効果 

● 相互間の必要性を認識できる基本的能力を備えることが

必要 

一括実施権 

（Package 

License） 

● 一つの契約で様々な技術の実施権を付与する方式と、技

術、設備、部品、資本などを一括して許諾（提供）する

方式を指す 

● 技術提供者が好む 

● 必要な経営資源を一度に全て得られる長所があるが、費

用負担大 

● 公正取引関係法規に違反する可能性が大きいので注意を

要する 
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第３章 国際的なライセンスの特徴 

 

 

１．国際技術移転の概念 

 

技術移転または技術取引に対する一般的な定義と同じく、国際技術移転は“技術が

一つの商品のように先進技術優位国や企業から後発技術国や企業へ国際的に移動する

こと”と定義することができる。技術販売者の立場では技術提供または技術輸出にな

り、技術の買い手の立場では技術導入または技術輸入になる。 

 

２．国際技術移転の特徴 

 

技術の国際的移転においては、技術という無形の知的財産を扱うことによる一般的

な難しさ以外にも次のようないくつかの特徴を持っている。 

第一に、自国内における技術移転においては、必要な技術と取引相手先を探すこと

が相対的に容易であるが、外国において必要な技術と取引相手先を探す為には相対的

により多くの探索費用が必要となる。 

第二に、技術市場は一般的に不完全な競争市場であるから一般的に技術提供者中心

の不平等契約の可能性が高い。国際技術移転においてこのような不平等は技術導入企

業に対して、現地国以外の国家への輸出制限、実施権の独占権否認、生産規模や製品

の制限、グローバル企業の部品を使うようにする連携購買義務、改良発明の不平等な

帰属契約などとして現れている。 

第三に、国家間での技術移転は、技術輸出国の技術移転関連法規のみならず技術輸

入国の技術移転関連法規の適用を受ける。韓国の場合にも技術輸入や技術輸出に係わ

り多様な法規が存在する（第３編参照）。 

従って、他国に技術を輸出したり、他国にて技術を導入する際には、このような国

際技術移転の特徴をよく把握して、それによる緻密な計算と周到な準備が必要となる。 

 

３．国際技術移転の形態 

 

国際技術移転も上述の６種の一般的な技術移転方式に区分される。ただ、一般的に

好まれる技術移転方式と同様に、技術の国際的移転においても結果的には、買収合併、

ジョイントベンチャーなどの方式よりは技術譲渡、ライセンス又は、技術協力（共同

研究又は委託研究）方式がより好まれていると言える。その理由は以下の通りである。 
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技術移転の需要者である後発技術国または後発技術企業の立場から見た場合、安価

に技術移転を受けることができる方法としては、外国人直接投資またはジョイントベ

ンチャーによる技術移転方法があり、安価な工場敷地と勤労者を供給する代わりに別

途の費用を払わずに技術移転を受けることができる。しかし、このような方式ではハ

イレベルな技術を移転するには限界がある。お互いに所望する技術を商業的に取引す

るものではなく、主に生産活動を遂行する過程における技術波及効果に依存するため

である。 

従って、自らが所望する技術について確実に移転を受けるためには売買契約または

買収合併（Ｍ＆Ａ）によって技術所有権の完全な移転を受けるか、ライセンス契約に

よって技術使用権を中心に技術導入を行う方法がより効果的である。他の条件が同じ

であるなら一般的にライセンスによる技術導入が、技術導入者の技術力の強化にはる

かに大きな影響を及ぼす。共同研究や委託研究のような技術協力方式も同様である。

外国人直接投資またはジョイントベンチャーなどは技術提供者が外部技術を習得し内

部化することに重点を置いているために技術導入者の立場では、魅力が落ちるといえ

る。 

一方、技術提供者であるグローバル企業の立場から見た場合、海外投資を成功させ

るためには現地企業はもちろん、現地に進出した他の外国企業に比べて不利な外国費

用を抱えて競争しなければならない。ここで、外国費用とは、グローバル企業が現地

の国における政治、社会、市場環境などがよく分からない外国人であるがゆえに支払

わなければならない全ての政治的、経済的、社会的費用を言う。従って、このような

外国費用の負担を克服してもあまりある程の優れた技術力、マーケティング能力、経

営ノウハウ、優れた人的資源、ブランドイメージなどといった独占優位を持てなけれ

ば海外投資に成功できない。 

このような観点からグローバル企業は、技術を現地国に簡単には移転しない。技術

移転はすなわち独占優位の喪失につながり、これは現地企業及び他の外国企業との競

争手段を失うことを意味するためである。したがって、グローバル企業は独占優位の

源である新技術または核心技術については現地国との摩擦が生じても徹底的に保護す

る技術流出防止戦略を用いる。一方、独占優位の源にならない技術寿命周期論の成熟

期または衰退期段階にある資本集約的な成熟技術や労働集約的な標準化技術に対して

は積極的な技術移転交渉戦略を推進する。 

こうして、グローバル企業は独占優位の基本技術を持って海外投資をするよりは、

成熟技術を商品のように現地企業に売ってしまう技術譲渡ないしライセンスを好むよ

うになる。このようなライセンスによる技術導入は、外国人直接投資またはジョイン

トベンチャー、戦略的技術提携よりも、既に開発された特許技術などをより迅速且つ

強力に導入し活用することができる長所がある。 
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第４章 ライセンス適性の検討 

 

 

１．ライセンス目的の明確化 

 

  先ず、ライセンス自体の目的を明確にする。目的が明確でなければライセンス戦略

の樹立や条件の交渉などで適確に対応することが難しい。 

ライセンシーの立場においては、企業の競争力向上のために新技術を取り入れたり

不足な技術を補うために他社が保有している核心技術の移転を受けることが一般的で

ある。 

これとは異なりライセンサーの立場においては、該当技術を自主的に用いて生産、

販売するよりは保有している技術を他社に移転してロイヤルティを受け取ることがよ

り安全且つ利益を極大化する方法であると考えたり、部品販売及び協力関係維持のた

めにライセンスを推進する。また、該当技術をどのような目的で韓国企業に移転する

のか、その事業方針などが明確でなければ、ライセンスの戦略や交渉でも適確な対応

が取れない。 

事業（ビジネス）の目的・計画・戦略を、自社で明確にすることが必要である。例

えば、次のような点について検討する。 

 

⚫ 韓国でのビジネスに自社が積極的に進出するのか、韓国企業に韓国内のマー

ケットを任せるのか？ 

⚫ 日本市場におけるビジネスとの連携（部品供給や日本ブランドの活用など）

は如何にするか？ 

⚫ 日本・韓国以外の外国への商品展開はどうするのか？ 

⚫ 韓国内での事業は特定の商品にとどまるのか、様々な商品への展開がありえ

るのか？ 

⚫ 今後、複数の韓国企業と提携関係を構築していくのか？ 

⚫ 今後の商品開発、技術開発なども韓国企業に担わせるのか？ 

 

こうした事業の目的・計画・戦略を考慮して、また、現在の韓国企業との事業提携

関係などを考慮し、それらに適した技術移転戦略を構築することになるのである。技

術移転について専門家に相談する場合にも、自社の事業実態や事業方針が明確でなけ

れば、いくら専門家であっても自社にとって最も適切な技術移転戦略を構築すること

はできないのである。 
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韓国での事業戦略を検討するための材料として、市場調査を行うことも有益である。 

 

正確且つ信頼性ある市場情報は、技術移転を成功させるために最も重要な要素であ

る。関連市場の規模、成長率、技術、製品などに対する深い理解がなければ、技術開

発者のみならず潜在的な技術導入者にとっても、該当技術の市場での価値を推定する

ことはできない。そして、市場情報は、ライセンシー企業に独占的な権利を付与する

か否か、ライセンスの範囲（対象商品や販売地域）やライセンス料をどうするかなど、

技術移転過程の基となる知的財産管理戦略を開発・樹立するためにも必要である。 

こうした市場情報の調査は、一般的に多くの段階に区分にして実行される。 

初期段階においては技術に係わる非公式的な調査が成される。この段階においては

関連する技術雑誌や文献を参考にしたり、韓国の展示会等に参加し顧客や業界関係者

と論議をすることなどが含まれる。初期段階においては一部有用な情報が入手される

が、関連技術、製品、市場に対する総合的な情報は不足している状態である。 

第２段階は、総合的な技術市場調査を遂行する公式的な過程である。この段階にお

ける技術市場調査の目標は、現時点における関連市場を適切に説明しその市場におけ

る技術展望に対する判断の手助けに必要な全ての情報を入手することである。このよ

うに入手された大量の新しい情報を分析し少量の有用な資料を新たに生み出すように

する。２段階目以降にも継続的な技術市場調査活動が成されなければならない。特に、

新しい競合製品と技術に対して持続的に調査・分析された情報は経営戦略の実施に重

要である。必要な情報の類型は大きく４種類に分けることができる。 

 

① 関連市場に対する一般的な情報 

② 関連市場において活動中の企業と製品 

③ 大学及び公共研究機関と企業などにおいて進行中や保有している将来的に利用

可能な技術 

④ 現在の技術市場における技術移転の慣行 

 

２．具体的に考慮すべき事項 

 

知的財産ライセンスには以上のような目的があるが、一方でそれに伴って生じる

様々な事象、たとえば、自社事業への影響や、自社内でのライセンス業務などを広く

理解しておくべきであり、必要な場合には事前に対応を検討しておくべきである。 

企業のライセンス活動には負担が伴い、ライセンス・アウトを成功させるためには、

財政的側面と人材的側面に対する会社資源の適切な分配がなされなければならない。

このような業務には、契約締結前と締結後のライセンシーに対する情報と資源の提供、

知的財産の保護、ライセンス交渉、契約期間の間に要求される追加的な資金支出の準
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備、そして場合によっては、契約満了後にも要求される追加資金支出に対する備えな

どが含まれる。 

関連する事項をいくつか挙げると以下のような事項がある。 

 

（１）市場の競争、経営戦略など 

ライセンスのための製品や技術を選択するとき、自社が現在事業を遂行している製

品分野と市場、相手企業との競合の可能性、自社の全体経営戦略に対する技術や製品

の重要度などを考慮しなければならない。 

 

（２）市場分析 

これは上でも述べたが、どのような市場において技術がライセンスされ、どのよう

な企業がその市場において活動しているかを確認しておく。又、競合製品を確認し分

析し、市場機会の大きさを推定する。製品や技術が使用者にどのような利益を与えて

これらの利益の価値は何であるのかについて明らかに理解しておくことが必要である。 

 

（３）潜在収益の推定 

知的財産の強点と競争分析に基づいて見るとき、潜在的市場の大きさはどうか、そ

してどの位のロイヤルティが適正であるかについて検討が成されなければならない。 

 

（４）投入資源 

ライセンス・アウトの場合、ライセンスプログラムを管理するだけでなくライセン

ス契約を履行するためにどの程度の追加の人材が必要か、期待収益はライセンスプロ

グラムを施行するために必要な費用と努力を充分に償うことができるかどうかを検討

する。ライセンス・インの場合、ライセンスの対象製品や技術の探索、効果的な技術

移転、支払い条件の履行ならびにライセンス義務の報告などの責任者を誰にするのか

等を決めておく。 

 

（５）財務的側面 

ライセンスを企業の戦略として採択する場合、その施行過程において次のようなさ

まざまな費用が発生するので、これに対しても予め必ず考慮しておく。 

第一に、人材に対する費用が発生する。これは経営、ライセンス製品や技術に係わ

る各種契約、知的財産、技術情報などの管理、ライセンス業務を支援するために投入

されるエンジニアとマーケティング人材などを含む。 

第二に、出張、交渉過程などにおける関連費用である。潜在的なライセンシーとラ

イセンサーが接触して契約条件を交渉し、契約締結以後のサービス（技術移転と商標

関連の品質管理など）を提供する際、多額の費用が発生してしまう可能性がある。 
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第三に、ライセンスプログラムを支援するために必要な法律諮問、税務諮問、その

他コンサルティングに対する各種の専門的諮問手数料などによる費用が発生する。 

要するに、ライセンスを成功させられるか否かは、ライセンスを活用する経営戦略

のリスクと収益を最大限、正確に定量化できるかにかかっているといえよう。このた

めに潜在的ライセンサーは、知的財産を保護しライセンスに関連する法的問題、関連

市場情報の調査と分析方法の理解、関連技術に対する価値評価等から、適合するライ

センス戦略を策定しなければならない。 

 

（６）技術寿命 

技術寿命も考慮しなければならない。ライセンスされた技術が簡単に代替できたり、

その技術を支援するのに大規模な下部構造が必要でなければ、その技術の期待寿命は

相対的に短いであろう。一方で下部構造が必要であり、多くの産業が当該技術を充分

に活用するために参加しなければならないのであれば、技術の期待寿命は長くなるで

あろう。 

 

（７）自社開発の必要性 

ライセンス・インの場合、求める技術やデザイン、ブランドを、他社からの導入で

はなく自社内で開発すべき必要性がないか確認する。また、自社開発した場合に、ど

れ程の期間が必要であり、費用はどの程度かかるのか、失敗リスクはどの程度かを検

討し、ライセンスにより獲得する場合の負担と比較する。 

 

（８）技術指導などの実施負担 

ライセンサーは知的財産権の使用を許諾するだけでなく、ライセンシーが製品を製

造・販売するために必要な技術指導・サポートや、原料・部品の提供を行う義務があ

る。 

ライセンス・アウトの場合はこうした負担も考慮する必要があり、ライセンス・イ

ンの場合は相手方企業に履行能力があるかを把握する必要がある。ライセンサー側は

そのようなサポートを提供するために適切な資源や人材を有しているか、ライセンサ

ーから提供されるサポートはライセンシー側の能力や人材、組職運営に合致するか。 

 

（９）法的諮問 

経営と知的財産問題を助言するために法的諮問が必要であり、又、多様なライセン

ス戦略による税金問題を扱うためのサポートも必要であろう。ライセンスされる知的

財産の強弱を評価し、知的財産保護戦略を準備し行う（ライセンス・アウトの場合）

ことに、さまざまな諮問が必要である。 
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３．ライセンス適合性の判断用チェックリスト 

 

一方、ライセンスによって自社の技術を韓国の企業などに移転するかどうかに対す

るより簡単な判断手法として以下のようなチェックリストを活用することもできる。 

 

［表１－４］ライセンスによる技術移転の適合性の略式判断表 

アンケート 
評価 

非常にそう
（１） 

まあまあ
（０） 

ない 
（－１） 

１．当該技術で直接製造し韓国での販売に限界

がある？ 

   

２．当該技術の変化速度が韓国市場で速い？    

３．製品の市場成長速度が速い？    

４．製品の生産施設の拡張にリスクが伴う？    

５．当該技術の競争力は韓国市場で優位？    

６．技術が客観的に資料化されている？    

７．技術が法的権利化や秘密ノウハウで守られ

ている？ 

   

８．当該技術製品が韓国市場では成熟期または

衰退期？ 

   

９．実施使用権利の承諾後も技術的依存性の確

保が可能？ 

   

１０．実施使用許諾に要する設備・部品等の供

給は可能？ 

   

合   計 Ａ： Ｂ： Ｃ： 

評価：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＞０である場合は当該技術をライセンスによって韓国企業などに提

供することを積極的に検討する必要がある。 

 

韓国での技術提供の場合と同じく、技術導入においてもまず技術導入の目的ないし

必要性を確認しなければならない。このために例えば次のようなチェックリストを活

用することも良い。 

 

［表１－５］技術導入の必要度チェックポイント 

アンケート 
評価 

非常にそう
（１） 

まあまあ
（０） 

ない 
（－１） 

１．既存事業に新規に追加しなければならな    
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い事業分野や品目があるが技術不足であ

る。 

２．既存製品の機能や性能などを補強すれば

製品寿命周期の延長が可能だが技術的な

手段がない。 

   

３．既存製品の競争力の強化が必要だが技術

的な手段が不足している。 

   

４．輸入販売したい品目があるが価格競争力

が合わず自社開発する必要がある。 

   

５．自社Ｒ＆Ｄによる費用及びリスク負担を

大幅に減らす発展手法を捜している。 

   

６．特定製品の生産販売に係わり他人の知的

財産権を使用する必要がある。 

   

７．現在の事業構造を、高度先端事業及び高

付加価値事業に切り替える技術的な手段

が必要である。 

   

８．競争力のある技術の早期確保が必要であ

る。 

   

９．上記のような状況で技術力確保が必要だ

が自社Ｒ＆Ｄには限界がある 

   

評価：Ａ＋Ｂ＋Ｃ＞０である場合は、技術導

入の積極的検討を要する 

合計Ａ： 合計Ｂ： 合計Ｃ： 

 

４．技術の価値評価と使用可能性 

 

自社が保有する多数の特許の中から、どのような特許でライセンスに臨むのかを決

定しなければならない。 

例えば、ライセンス可能な特許の発掘は、特許価値評価と、他社使用可能性の検討

の順で行うことができる。以下で、その具体的な一例を紹介する。 

 

まず、特許価値評価については、例えば、次のような等級分類によって行う。 

［表１－６］特許価値等級の分類の例 

特許価値等級 内容 

Ｓ級 
会社が莫大な資金を投資し研究開発したものであって、今後他社

の使用可能性が非常に大きい特許 
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Ａ級 
Ｓ級程ではないが現在、自社において使用していたり使用を検討

中の特許であって、今後他社においても使用可能性が大きい特許 

Ｂ級 Ａ級程ではないが将来、使用する可能性のある特許 

Ｃ級 他社が特許権を獲得することを阻むために行った防御目的の特許 

Ｄ級 実用性がほとんどなく廃棄しなければならない特許 

 

（１）登録特許リストの通報 

特許管理部署は、登録特許のリストを関連エンジニア部署に報告し上記の特許価値

等級に応じて各特許の等級を決定するよう要請する。 

 

（２）特許価値等級の決定 

  関連エンジニア部署は、簡単な検討を経て、各特許ごとの内容に応じて特許価値等

級を決定し、特許管理部署に知らせる。 

 

（３）特許の１次選別 

特許管理部署は、Ｃ級とＤ級に分類された特許は除いて、残りのＢ級までの特許を

ライセンス潜在特許に選定する。これで１次特許選別作業を終える。次に、これらの

特許の他社使用可能性を検討し、ライセンス可能な特許を探し出す。 

 

（４）適用製品検討の要請 

特許管理部署は、Ｓ級、Ａ級、及びＢ級に分類された特許が自社または他社が使用

するどのような製品に使われているのか関連エンジニア部署に検討を要請する。 

 

（５）タスクフォースチームの構成 

エンジニア部署から検討結果を受けたら、特許管理部署は、一定の経歴以上のエン

ジニアの推薦を関連エンジニア部署に要請し、タスクフォースチームを結成する。タ

スクフォースチームは各特許の長所・短所及び他社の使用可否を選り分けなければな

らないので、なるべく全ての技術分野をカバーするようにする。 

 

（６）協業による他社使用可能性の検討 

タスクフォースチームが構成されたら、構成員が全て集まり関連特許を共同で検討

する。検討のときには特許請求の範囲を主に検討する。エンジニアは自分達が知って

いる関連技術の業界現状について会議参席者に説明し、他社製品の自社特許侵害可否

に対するエンジニアとしての意見を発言する。この過程において、エンジニアの間で
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お互いに分からない部分に対する意見交換が行われなければならない。意見交換の内

容は、このような技術が関連分野において使われているのかどうか、使われていると

すればどのような製品に使われているのか、このような技術は業界において広く使用

されているのか、既知の先行資料があるかどうかに関することである。このような討

論と協業を通じて他社の使用可能性のある特許を見出していく。 

 

（７）先行技術調査の実施 

他社で使用可能性のある特許が発見されれば、各特許の先行技術資料を調査する。

該当特許の有効性に脅威となる先行技術資料が発見されなければ、その特許が最終的

にライセンス可能な有効特許になる。 

 

５．導入予定技術の商業化の可能性に対する事前調査 

 

技術提供先から提供される技術に対する事前調査が必要であり、当該技術の特許権

の有効性（登録状況や無効理由の有無）や権利の技術的範囲の確認のほかに、当該技

術を用いた製品の商業化の可能性についても検討する必要がある。例えば、次のよう

な評価様式（総２０個の評価要素にそれぞれ最高５点を付与）によって導入予定技術

の商業化の可能性を審査し、一定の点数（例えば、７０点）以上の場合にのみ該当技

術提供先との交渉を続けて進めることができる。 

 

［表１－７］導入予定技術の商業化の可能性評価表 

区分 評価項目 加重値 １ ２ ３ ４ ５ 点数 

技術性 • 独創性 

• 競合技術優位性 

• 代替可能性 

• 第三者権利侵害 

• 政府規制 

• 追加解決課題 

       

市場性 • 市場規模 

• 予想成長率 

• 製品力 

• 製品寿命周期 

• 参入/撤退障壁 

       

事業性 • 投資規模 

• リスクの大きさ 

• 既存設備の使用可能性 
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• 収益性 

• 量産所要期間 

• 有利な状況創出の可能性 

会社の 

実態 

• ビジョン 

• 組織文化 

• 財務状況 

       

総点         

注）５＝とても良い、４＝良い、３＝普通、２＝悪い、１＝とても悪い 
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第５章 知的財産権を移転する他の方式 

 

 

１．方式と選択 

 

１－１．ライセンスと技術移転の関係 

 

本来、ライセンス（license）とは、権利者とその権利を実施（使用）しようとする

者との間で該当権利の使用を許可したり（ライセンス・アウト）、許可されること

（ライセンス・イン）を言う。ライセンスは、技術移転の一方式として分類されたり

もするが、リスクと収益の観点から他の技術移転方式より相対的に安定した方式とし

て評価されているため、企業の立場としては優先的に考慮される技術移転方式でもあ

る。 

 

一般的に技術移転方式は、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の６種に区分することができる。このように、本来の意味のライセンスは技術譲渡な

どの他の技術移転方式と区分されるが、企業の立場においては自社の知的財産権を活

用する方案として、他の技術移転方式もライセンスの代案として考慮しなければなら

ない状況があり得るため、ライセンスのみならず他の技術移転方式に対する理解も必

要である。 

 

 

 

 

 

① 技術譲渡（assignment） 

② 共同研究（cooperative research） 

③ ライセンス（license） 

④ スピンオフ（spin-off） 

⑤ ジョイントベンチャー（joint venture） 

⑥ 買収合併（M&A） 

知的財産
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１－２．企業提携の観点から好まれる技術移転方式 

 

特定技術やブランドなどの知的財産権を利用して企業の収益を新たに生み出す方法

として、 

① 自社保有の知的財産権を自社が直接実施または使う方法 

（例えば、自社の特許技術が適用された製品を直接生産し、そのように生産

された製品に自社のブランドを付けて販売する方式） 

② 自社保有の知的財産権を他人に販売する方法 

③ 知的財産権自体はそのまま保有するがそれを実施または使うことができる権

限を他人に許諾する方法 

④ 他社とジョイントベンチャーの方式で協力する方法 

（例えば、技術開発及び技術改良などのＲ＆Ｄは自社が提供し、その技術を

適用した製品などの製造、マーケティング、販売などは他社が責任を負う方

式） 

⑤ 必要な経営資源を有する他社を吸収・合併する方法（Ｍ＆Ａ） 

 

などが考えられる。 

同様に、特定製品の生産・販売のためには特定技術やブランドが必ず必要だが、そ

のような知的財産権を自社が保有することができなかった場合、該当企業は、 

 

① 該当技術やブランドを自社の資源を利用して直接開発する方法 

② 他社と協力して共同で開発する方法 

③ 大学や研究所にアウトソーシングして開発する方法（産学連携などの方法） 

④ 他人から該当する知的財産権を購買する方法 

⑤ 他人から該当する知的財産権の実施権または使用権許諾を受ける方法 

⑥ 該当知的財産権を有する他社とジョイントベンチャー方式で協力する方法 

⑦ 該当知的財産権を有する他社を自社に吸収・合併する方法（Ｍ＆Ａ） 

 

などが考えられる。 

ところが、買収合併（Ｍ＆Ａ）を通じた知的財産権活用戦略は知的財産権のみなら

ず他の要因がより複雑に係わっていて、知的財産権自体よりは他の経営的要因によっ

て行われる場合が多いため、知的財産権の獲得のみを目的とする場合なら小規模ベン

チャー企業に対する買収合併を除いてはその実効性が落ちることもある。 

一方、ジョイントベンチャーの方式で知的財産権を活用するためには、知的財産権

を使用できるライセンス契約などが必ず含まれなければならないから、知的財産権活

用の観点から見る場合には知的財産権のライセンスと同様に扱っても良いと考えられ
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る。 

従って、オープンイノベーションの要求に応え、他企業などとの提携の観点からし

て、知的財産権が効率的に利用される方式は、 

 

① 知的財産権の譲渡、 

② 知的財産権のライセンス、 

③ 知的財産権の共同研究開発、 

④ 産学協力などによる知的財産権のアウトソーシング開発（委託研究など） 

 

に要約される。一方、知的財産権の譲渡やライセンスの場合には、技術導入者に別途

の技術資料を提供するか、技術導入企業に技術者を派遣するなどの追加的な措置の必

要な場合が多い。 

 

１－３．移転方式 

 

（１）新しい企業の設立またはスピンオフ（spin off） 

新しい企業の設立はリスクが最大となる一方、収益潜在力も最も高いと言える。あ

る技術を開発し、その技術によって実用化された製品を発売し、販売を通じた収入を

創出するときまでは、各段階別に適切な組職とインフラを取り揃えなければならない

が、新しい企業はこのような組職とインフラを全て新しく揃えなければならないため、

スピンオフ方式を通じて技術事業化を図ることは最もリスクが大きいであろう。 

一方、新しい企業を設立する場合には独自の組職統制が可能で、技術開発及び製品

販売による収益全てを独占できるという点で、リスク比収益潜在力は最も高い。 

スピンオフは多角化などで組職が巨大化した企業が、核心主力事業部門ではない事

業部門を分離させて別途の法人を作り、新しい経営陣を構成してこれを経営するよう

にすることである。スピンオフの利点としては、既存の資源と能力を核心主力事業に

集中することができ、親企業の競争力向上に貢献し、売却資金の流入で親企業の財務

構造が改善できるということにある。その上、スピンオフ部門を職員が買収して経営

することにより自然に技術移転が成立するという長所もある。 

研究機関あるいは大学でのスピンオフは、大学や研究所勤務者が特定分野の技術を

持って、これを活用し創業することを言う。この過程において技術を保有した研究機

関と創業者との間に技術使用などに関する契約を通して自然に技術移転が成立する。 

韓国の場合、１９９８年に‘ベンチャー企業育成に関する特別措置法’が改正され、

スピンオフによる研究人材の創業リスク負担を減らすために大学や研究機関が一定期

間の休職を許容し、本人が希望する場合には復職を保証することによって創業を支援

する制度として意味を持つようになった。 
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（２）買収合併（M&A） 

技術の獲得のために技術自体に個別にアプローチする代わりに技術を保有した企業

を買収して技術、関連設備などを一挙に獲得することも技術移転の内の一つの方法で

ある。例えば、２０１６年S社が車載機器（自動車電子装備）および音響専門企業であ

る米国H社を買収した事例がある。S社によるH社買収は、参入障壁が高い車載機器事

業領域への進出、半導体と車載機器技術間の技術シナジーの側面で高い評価を受けて

おり、売上高の上昇につながった。 

既存企業は、製品開発や販売のための組職やインフラが大部分揃っている場合が多

いため、技術事業化戦略のために既存企業を買収することは、新しい企業を設立する

よりリスクが低い。従って、新しい企業を設立するより事業化期間が短縮され、且つ

組職に対する独自の統制も可能であるという長所がある。 

しかし、既存企業の買収にもやはり投資が必要であり、これ如何によってはその潜

在的収入も減少してしまう。更に、企業買収を成功させるためには２つの異なる組職

文化の円滑な結合が求められ、ここにまた多くの困難が発生する。ひいては買収人の

立場においては所望しない資産と負債まで引き受けなければならないリスクが存在す

る。 

一方、このような技術保有企業の買収、売却などによる技術取引は、技術開発ある

いは変化の速度が非常に速いか、関連技術及び製品の寿命周期が極めて短く、素早い

対応に迫られた場合、主に選択されている。技術中心の経営が本格化され、また技術

革新が加速するなか、技術力を備えた小規模のベンチャー企業を中心にこのような方

式の技術取引は大きく増加するものと予測される。しかし、買収、売却対象企業の技

術評価及び価値分析が容易ではないという短所も存在する。 

更に、買収合併による技術移転は、最も発達した形態の技術移転方法であるが、技

術のみならず他の要因が複雑に係わり合っているため、技術の獲得のみを目的とする

場合なら小規模ベンチャー企業に対する買収合併を除いてはその実効性が落ちる可能

性がある。 

 

（３）ジョイントベンチャー 

ジョイントベンチャーは、共同研究水準の技術移転方式から一歩進んで単にＲ＆Ｄ

部門のみならず全ての事業領域における協力を含む。例えば、技術を保有した機関は、

技術改良と技術商品化のようなＲ＆Ｄ領域を提供し、他の参加者は製造、マーケティ

ング、販売、流通などを担当する方式である。このようなジョイントベンチャーの場

合、企業または研究機関からまったく分離独立した形態の法人として成立する場合が

多い。 

ジョイントベンチャーに参加する会社は、企業運営に応じたリスク、収益、支配力

などを共有するようになる。依然としてリスクが相対的に大きいとはいえ、参加企業
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の熟練技術と保有資源で補う場合、ジョイントベンチャーに参加する各企業に対する

リスクは減少し、成功潜在力は向上する。 

しかし、ジョイントベンチャーは参加企業の異なる目標と支配力のレベルのため管

理が難しく、リスクと同様に収益も所有者間に分配しなければならないので、新しい

企業の設立や既存企業の買収よりは収益が低くなる。 

一方、ジョイントベンチャーの場合には知的財産権を使うことができるライセンス

契約などが必ず含まれ、‘不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律’や‘独占規

制および公正取引に関する法律’のような法令に関する考慮が必要となる。（第３編

参照） 

 

（４）ライセンス 

韓国の技術開発専門ベンチャー企業であるＭ社は、超節電型モーターを利用した扇

風機を開発し、サウジアラビアに技術ライセンスを提供することで契約初期の固定金

額である前払い金と契約製品である扇風機販売台数に一定の金額（１～２ドル）を乗

じた経常技術料を受け会社の運営及びまた他の技術開発に使用している。 

ライセンスは技術譲渡とともに最も多く使われる技術移転形態の一つであって、技

術提供者（ライセンサー）が技術導入者（ライセンシー）より技術料を受け、特定技

術に対して一定期間の実施権を許諾する契約で、技術導入者の立場では実施対価を支

払い一定期間の技術に対する実施権利を獲得するものである。一般的に実施権許諾は

特許、プログラム、ノウハウなどを技術導入者が自身の使用目的に合わせて自由に使

えるようにすることを意味する。 

ライセンスは、上述した三種類の類型の技術移転方式よりリスクが更に低くなる。

これは技術を利用して直接製造する場合より、より少ない投資と資源でライセンスプ

ログラムが実行可能であるからである。リスクの相当部分は、ライセンスを受けて製

品を開発、製造し、マーケティングを行って、知的財産資源から収入を創出する立場

にある技術導入者に課せられている。自然、潜在収益は、技術導入者に移行し、技術

提供者の収益は減る。従って、適切なリスク負担の分散及び収益配分のためには、リ

スクの大きさに応じた技術導入者と技術提供者の両者にバランスの取れたライセンス

戦略が要求される。例えば、経常ロイヤルティ（ランニング・ロイヤルティ）は非常

に低い代わりに初期ライセンス料の支払いが大きい場合、技術導入者にとって更に大

きいリスクが課せられる。一方、経常ロイヤルティが高い代わりに初期支払いが小さ

な場合、技術提供者のリスクが大きくなる。 

ライセンス方法の種類には技術実施権の類型に応じて専用実施権または独占的実施権

（Exclusive License）､通常実施権または非独占的実施権（Non－exclusive License）

などに分けることができ､その他にも再実施権（Sub License）､クロスライセンス

（Cross License）､一括実施権（Package License）などが技術移転の目的及び性格な
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どに応じて用いられたりもする。 

 

（５）共同研究（cooperative research） 

共同研究形態の技術移転契約は費用の共同負担、あるいは費用の分散を原則として、

共同研究から創出された知的財産権に対する所有権の帰属やその持分比率を契約書に

明示するのが一般的である。また、知的財産権に対する所有権とは別に特許出願に対

する権利も契約書に明示して、研究期間などの契約期間を一定期間に制限する条項を

含む。 

共同研究は、企業が自社保有の技術を提供し、他企業や研究機関と相互に技術を補

完し新製品や新技術を開発することである。技術複合化の進展で自らの技術力のみで

は技術開発及び新製品開発が思うようにできないので自社技術を補完する研究開発が

必要となるが、このような場合、共同研究の形態を帯びるようになる。 

共同研究の１番目の形態は、大学や公共研究機関または企業が、自らが保有する技

術を提供し、他の企業または研究機関とともに追加的な研究を進行して技術を改良し

たり新製品あるいは新技術を開発することである。 

共同研究の２番目の形態は、特定技術の開発を目標に研究機関や企業等が費用を共

同負担または費用の分散を原則として共同開発プログラムを行うことである。このよ

うな共同研究から創出された知的財産権に対する所有権の帰属・配分は契約書に明示

することが一般的である。 

契約研究（contractive research）は、主に企業が委託者となって各種研究機関及び

大学に研究を依頼する場合に成されるものであって、共同研究の一形態として見なさ

れることもある。企業の立場から見る場合、契約相手となる研究機関や大学は企業経

営方式と組職文化の側面において非常に異質的な性格を有するため、その実態、業務

処理手続き、性格などを充分に理解した後に契約を結ぶことが重要である。また、契

約研究の場合、受託者の能力が期待効果の達成に及ぼす影響が大きいので、契約相手

がどれ程の心血を注ぐのかが契約履行の重要な点と言える。 

一方、大学などに単に研究を依頼するレベルを超えて、技術に関する全般的な事項

に関する企業と大学間の提携、即ち、産学連携が技術アウトソーシング戦略の一環と

して考慮されたりもする。産学連携については次の項で詳しく説明する。 

 

（６）大学などとの産学連携を通じた技術アウトソーシング 

①産学連携の意義 

企業は、優秀な人材の確保及び技術開発のためのアウトソーシング戦略の一環とし

て産学協力の必要性を認識しており、大学は財政拡充と研究インフラなどの改善の一

環として産学連携の必要性を認識している。すなわち、知識及び研究資源を共有して

優秀な人材の需要と供給を連結するという点で企業と大学は基本的に相互協力の必要
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性を共有しているとみなせるであろう。 

 

［図１－１］企業―大学間の産学連携インセンティブ効果 

企業からの側面  インセンティブ  大学からの側面 

• 知識に対する接近および吸収 

• 補完的な研究支援への接近 

• 特殊研究インフラの使用 

• 新事業の開発 

• 人材確保 

• 相互学習効果 

• 人材交流 

• 財政拡張 

• 研究と教育活性化のた

めの刺激と需要確保 

• 研究インフラの改善 

• 人材の輩出 

 

②韓国の産学連携の動向 

韓国の場合、既存の産学連携は技術を開発し提供する大学を中心に産学連携が成り

立っていたとすれば、最近の産学連携は開発された技術を大学から提供される需要者

である企業を中心に産学連携が成り立っている状況である。協力範囲においても技術

開発と教育訓練の他に会計、税務など法律的サービスはもちろん資金、経営、マーケ

ティングなどのサポート可能なすべての範囲と過程における共存を企業と大学がお互

いに模索している実情である。 

韓国において産学連携は既に、企業の技術獲得手段にとどまらず企業が長期的に競

争優位を確保するための経営戦略として認識されている。 

 

［表１－８］既存の産学連携と新産学連携の比較 

区分 既存の産学連携 新産学連携 

基本概念 供給者中心 需要者中心 

目的 純粋R&D中心 実用化／商品化R&D中心 

教育 理論/研究中心 現場/実習中心 

支援範囲 
部分的な支援 

（プロジェクト／学部／専攻別） 
大学単位の総合的な支援 

参与範囲 
枝葉的 

（教授別／課題別分散方式） 

総合的 

(教授／企業／研究員／学生など) 

評価 SCIなど論文実績中心 
特許、技術移転および 

事業化実績中心 

 

しかし、産学連携に対する大学と企業の認識が下の表で見られるように明らかな相
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違を見せている点は、産学連携の障害要素として作用している。 

 

③産学連携における韓国大学の一般的な要求 

韓国の主要大学の産学協力団では産学研究契約に対し、以下のような基本的な立場

をとっている。その主要内容は以下の通りである。 

 

＜知的財産権の所有権＞ 

知的財産権の所有権は、大学が単独所有し、外部機関（企業）には通常実施権を許

可する。ただし、やむを得ない場合、外部企業と最大、共同所有まで可能である。 

 

＜知的財産権の費用＞ 

特許などの出願及び登録に必要となる費用は、企業が負担する。代わりに企業には

優先的に実施権を付与する。 

 

＜既保有の知的財産権＞ 

研究終了後に研究成果物を事業化に利用する目的で、大学がすでに保有していた知

的財産権を企業に無償で実施許諾してはいけない。既保有の知的財産権に対する使用

が必須不可欠であれば、別途の技術実施契約を締結しなければならない。 

 

＜派生知的財産権＞ 

契約期間の満了後に研究課題に関連して出てくる派生知的財産権を企業の所有にし

たり、企業と共同所有にすることは許容されない。各自の所有が原則である。 

 

＜第三者侵害保証及び損害賠償＞ 

“研究結果が第三者の知的財産権を侵害すればすべての所要経費及び損害を大学が

賠償する”といった第三者侵害保証条項は絶対許容できない。大学は技術を実施する

機関ではないので法的に知的財産権の侵害に係わる損害を賠償する理由がないためで

ある。 

 

＜学校名称及び標章の使用＞ 

学校の名称や標章を研究契約の情報に関して使うためには各大学の商標管理規定に

沿って使用申請を行い、使用許諾を受けなければならない。 

 

④韓国大学との産学連携のためのルート（第２編参照） 

韓国大学との産学連携打診のための各大学のホームページなどは、本マニュアルの

第２編を参照。 



 

 

59 

 

 

（７）技術譲渡（assignment） 

韓国の中小企業Ｋ社は、すでに斜陽産業となった靴用ポリウレタン製造技術を中国

に移転しその対価に固定技術対価１０万ドルを受け取った。また、韓国のある個人発

明家は、接着テープ切断機に関する実用新案技術を譲渡し３,０００万ウォンの一時金

と年度別売上高の４％を受け取る事にしたというようなケースもある。 

このように、自社保有の知的財産がこれ以上必要ではなくなった場合、または自力

で技術を通じての収益創出が難しい場合に、技術譲渡は最もリスクが少なく且つ最も

手軽に自らの知的財産から収益を得ることができる方法である。 

技術譲渡を通じて技術移転をする方法は、技術を販売する立場においては技術開発

費用などを考慮し策定した技術料から大きく逸脱しないレベルで契約が成り立つなら

リスクが最も小さな技術移転方法である。一方、技術導入者の立場においては技術の

事業化可能性や経済性などに係わるすべてのリスクを抱え込む代わりに、事業化後の

収益は全て技術導入者の取り分となる。技術売却による経済的補償の大きさは予め決

めることが難しいため現実的に売買当事者が提示した価格範囲内における交渉によっ

て決定されるが、このとき、技術移転主体の交渉能力によって価格が決定される。 

技術売却は随意契約のみならず公開入札競争などを通じて販売が可能である。技術

を販売する機関（技術取引機関：第２編参照）を通じて、より積極的な技術マーケテ

ィングを行えば公開入札競争によって市場競争価格で技術を販売することができる。

韓 国で 最も 代表 的な 例が 韓国 電子 通信 研究 院 （ ETRI: Electronics and 

Telecommunications Research Institute）の技術競売を通した技術売却事例である。 

 

（８）その他 

①技術者または技術資料による技術移転方式 

技術者を媒介にする技術移転方式や、図面、マイクロフィルムなどの技術資料の売

買形態による技術移転方式も考えることができる。前者の例としては、韓国Ｋ社が靴

製造技術をスリランカなどに移転し技術対価の相当部分を靴技術者の派遣日数に応じ

た技術者派遣対価によって回収した。又、韓国のＬ社はカラーブラウン管技術を中国

に移転し技術対価の一定部分を技術者研修費などによって回収した事例もある。後者

の例としては、韓国Ｇ社が産業用機械の一種であるエアコンプレッサーを開発するに

おいて技術的な問題の解決と開発時間を節約するために日本のＨ社から数千万ウォン

相当の技術図面を購買し、韓国のＨ社は外国のＤ社に数百億ウォン台の新型エンジン

図面など技術資料を販売した。 

 

②OEM方式による技術移転 

OEM方式による場合、OEMを委託した企業としては別途の生産施設を備えずに市
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場に自社ブランド製品の必要な物量を確保できるといった長所がある一方、自社ブラ

ンドとして国際市場で販売されるOEM製品の品質水準を維持するため、通常、自社技

術者の派遣、対象企業の技術者の自社工場における技術研修などを行う。従って、

OEM製品を生産する企業としては一定量の生産量を確保することができるのみならず、

技術移転による別途の費用を支払わずに技術を習得することができるという長所があ

る。 

 

１－４．技術移転の方式の採択 

 

（１）技術の位置と補完的資産の関係による技術移転方式の採択 

技術移転を通じての技術事業化戦略としてライセンスを実施することを決定する前

に、知的財産権を管理するためのあらゆる方法を愼重に検討しなければならない。例

えば、自社の資本、マーケティングと販売資源、製造能力など、技術を成功裏に活用

するために必要な資産である‘補完的資産’（complementary assets）に対する技術

の位置を把握することである。 

 

［表１－９］技術位置と補完的資産の関係 

 補完的資産 

弱 強 

技

術

位

置 

強 

① 補完的資産の獲得 

－自力獲得、戦略的提携、ジョイ

ントベンチャー 

②  ライセンス・アウト 

製造と販売 

弱 技術資産の販売又は放棄 

① 技術の獲得 

－自力獲得、戦略的提携、ジ

ョイントベンチャー 

② ライセンス・イン 

 

もし技術的な位置と補完的な資産のいずれもが強ければ、自社で製造・販売するこ

とが最善の戦略である。一方、両方共に弱ければ該当技術は販売するかあきらめなけ

ればならない。 

一方、技術位置が強いが補完資産が弱ければ、（ｉ）自力獲得、戦略的提携、また

はジョイントベンチャーなどを通じて補完資産を獲得し製品の生産と販売を続けたり、

（ⅱ）適切な補完資産を保有した他の企業に技術資産をライセンスすることが可能で

ある。 

万一、自社が強い補完的資産を持っているが技術位置は弱い場合には、ライセンス

によって、または必要な技術を供給する能力がある企業との戦略的提携やジョイント
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ベンチャーを通じて、技術を獲得することができる。 

 

（２）日本企業の韓国への技術移転の方式に関する選択決定要因 

韓国に進出した多様な業種の日本企業７９社を対象に、韓国市場への参入方式（ラ

イセンスとジョイントベンチャーの中で）に影響を及ぼした要因が何であったのかに

ついて調査を実施したが（２００１年）、その中で重要な７つの結果は以下の通りで

ある。 

 

①事業パートナーの機会主義的な属性が強いほどライセンスよりはジョイントベンチ

ャーが望ましい。 

これは事業パートナーが不正直、不履行、責任逃れなどの機会主義的な属性を示す

ほど、契約による事業方式を選択する場合、事業パートナーの機会主義的な属性を予

防しなければならず、これに対応するための法的費用などの取引費用が嵩むため、内

部化により財産権を保護でき、一定した統制力を発揮できるジョイントベンチャーが

適しているためである。ジョイントベンチャーの場合には持分に応じて利益を分配す

るため、両パートナーの各々が機会主義的な性向となるよりは、ジョイントベンチャ

ーの成果を向上させるために相互に努力するであろう。 

 

②該当業種における韓国市場の需要不確実性の程度が高いほどジョイントベンチャー

よりはライセンスをより好む。 

現地市場における需要不確実性が高いほど投資リスクは高くなり、現地経営に対す

る困難が加重されるので過度の埋没費用（sunk costs）の犠牲なしに現地企業の生産

施設を活用することができ、より迅速な撤収が可能な、ライセンスのような契約形態

の参入方式を企業が好むためである。 

 

③該当業種における韓国市場の競争環境の不確実性の程度が高いほどジョイントベン

チャーよりはライセンスを好む。 

一般的に競争環境（競争者の数、競争度合い、新規参入の容易性など）が不安定な

ほど参入費用と撤退費用が高くなるため、企業は過度な資源投入が要求される直接投

資よりは契約形態の参入方式を選択する可能性が高くなる。 

 

④該当業種における韓国市場の重要度が大きいほどライセンスよりはジョイントベン

チャーをより好む。 

海外進出を一過性プロジェクトとしてではなく、親企業と韓国事業を連携して全体

システムの利益を極大化させることに焦点を合わせた戦略を採用する場合において、

現地市場の規模に加え成長潜在力も大きく、且つ、現地市場における基盤構築が親企
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業の成長に重要な要因として作用すると考えられる場合には、海外市場の意思決定に

参加することができ積極的な市場介入が可能となるよう、より高い統制水準の参入方

式を選択しようとするためである。 

 

⑤海外事業の戦略的重要度が大きいほどライセンスよりジョイントベンチャーをより

好む。 

現地市場の重要度だけではなく海外事業自体の戦略的重要度も海外市場の参入方式

の選択決定に影響を及ぼす。親企業の周辺事業（特定事業部の小規模プロジェクトな

ど）としてではなく、全社的な目的達成に重要な比重を占めるグローバル核心事業と

して位置づける場合には、現地の市場参入により生じるある程度の犠牲を甘受してで

も、グローバル次元の組職構築における利益につながることから、強力な統制が可能

な参入類型を選択することが有利であろう。 

 

⑥親企業の海外営業経験が多いほどライセンスよりはジョイントベンチャーをより好

む。 

海外営業経験の豊富な企業は蓄積された海外市場情報に基づいて低い不確実性の中

で提携によるリスク、補償、海外営業管理を正確に予測できる能力を持つようになり、

ひいては国際経営活動において競争優位要素として作用するようになる。従って、海

外営業経験が豊富な企業であるほど国際経営に対する自信から、より多くの経営資源

を投入し統制水準を高めてより大きな収益をあげることができる方法を模索するよう

になるため、ライセンスよりは決まった持分を所有したジョイントベンチャー方式を

好む。 

 

⑦韓国において生産する製品が消費財である場合にはジョイントベンチャーを、産業

財の場合にはライセンスをより好む。 

消費財の場合には製品差別化の程度が高く海外進出の目的が主に新しい流通網を確

保するか製品の独特な特性を消費者に訴えるためのものであって、この場合にはより

高い統制権を好む傾向にある。一方、製品差別化の程度が高くない産業財の場合には

マーケティング目的よりは生産工程の効率性の改善目的の海外事業が主に多く、この

場合は、非持分形態の提携方式がより安定的である。更に、産業財が消費財よりは製

品あるいは工程技術が標準化されている場合が多い。従って、標準化が容易い産業財

の場合に設計図などを通じた技術移転が比較的に簡単に成されるのでライセンスのよ

うな契約形態の海外事業が好まれる。更に、産業財の生産にはより多くの資本が投資

される場合が多いので、資本投資が要求されるジョイントベンチャーよりは適切な技

術力を保有した海外のパートナーを選定しライセンス契約を通じてその企業の生産施

設を活用する方式が更に有利であろう。 
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（３）ライセンスと単独投資の選択 

ある技術をライセンス（またはジョイントベンチャー）するかそれとも単独投資す

るかを決める際、重要な要因には一般的に次のようなものがある。 

 

⚫ 関連技術が技術提供企業の核心事業と関連性が高いほど単独投資がより好まれ、

周辺的な技術または全体の工程の一部に関する技術であるほどライセンスがよ

り好まれる。 

⚫ 技術的資産の特殊性の程度が高く、そのような技術的資産の公開必要性が高い

ほど単独投資が好まれる。例えば高度技術製品または複雑なデザイン製品に係

わる技術であるほど、ライセンスやジョイントベンチャーによってその資産を

活用した場合に契約終了時点で相手がその技術的資産を私的専有するリスクが

あり、また、そういう特殊な技術に対する訓練費用が高いので、単独投資がよ

り好まれる。海外市場において顧客に情報を効率的に伝達するためには、この

ような特殊な技術的資産を公開しなければならない必要性が高いほど相手によ

る私的専有の可能性が高いライセンスやジョイントベンチャーよりは単独投資

がより望ましい。 

⚫ 技術の分離可能性及び文書化の程度が高いほどライセンスを好む。現地企業が

必要とする足りない技術要素をその技術の全体パッケージから分離することが

できれば、技術全体パッケージが不要であるため技術導入者の取引費用負担を

減らすことで技術購買を促進できる。一方、企業のその他の資産（技術者、機

械）と分離することが困難な技術であって、そのパッケージ全体を購買対象に

するしかない場合には、ライセンスやジョイントベンチャー契約は相対的に成

り立ちにくい。また、マニュアルなどで技術情報を文書化しにくい場合には技

術者の派遣などに必要な訓練費用などによって移転費用が必要となるから、こ

のときにはライセンスよりは単独投資を考慮することができる。 

⚫ Ｒ＆Ｄ集約度が高い企業であるほど、そしてマーケティング能力が良い企業で

あるほどライセンスよりは直接投資を好む。また、小規模企業であるほど直接

投資のための管理的、財務的資源の不足によってライセンスを好む。 

⚫ 多角化の程度が高いほどライセンスを好む。多角化された企業では資源がさま

ざまな製品に分割されなければならないため全ての製品ラインに必要な水準の

投資を行い難い。この場合には現地企業を通じてライセンスによって迅速な現

地市場への参入をはかるのが望ましい。 

⚫ 社会的・文化的格差が大きい場合、他の条件が同じであれば単独投資が好まれ

る。社会的・文化的格差が大きければ技術取引における不確実性がより高くな

るためそれによる取引費用が伴う。そして社会的・文化的な格差が大きい場合
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には技術に対する需要を減少させるのみならず技術に対する修正及び適合化が

要求されることがある。従って、このような市場では直接投資が好まれる。 

 

 

２．各技術移転方式の評価のためのチェックリスト 

 

海外市場を開拓するための企業の意思決定において、チェックリストを活用した評

価方法は、海外市場の環境、状況を分析し評価するために広く使われる方法の一つで

ある。国際技術移転に関しても技術移転の方式に合わせた固有のチェックリストを作

成し、各項目に対する点数付与を通じて当該技術移転方式の妥当性を検討する方式は

効果的であろう。例えば、次のようなチェックリストによる評価方法が提示されてい

る。 

第一に、チェックリストに提示された２０個の各評価項目を５点満点で評価し評価

点数（pi）を与える。５点の評価基準は次の通りである。１点＝非常にそうではない、

２点＝そうではない、３点＝普通、４点＝そうである、５点＝非常にそうである。 

第二に、チェックリストに提示された２０個の各評価項目に対して加重値（wi）を

付与する。加重値は評価者または評価委員会が企業の状況に応じて付与して、各評価

委員が付与した加重値を平均した単純平均値加重値を利用することができる。しかし、

単純平均値加重値は主観的な可能性があるので、より客観的な加重値算出のために分

析的階層化過程（Analytic Hierarchy Process:AHP）方法を利用することもできるで

あろう。 

第三に、チェックリストに提示された各評価項目の最終点数（pi•wi）を計算して総

点を求める。 

第四に、総点に基づいて国際技術移転に対する最終的な評価をする。このとき、国

際技術移転に対する評価対象の案が多数の場合には総点が高い案を選択する。しかし、

評価対象の案が単数の場合には、次のような別途の等級を基準にして最終評価が行わ

れる。更に、多数の評価対象の案のうち、最も高い点数を獲得した案も次のような等

級を基準に最終評価をしなければならない。例えば評価委員会は最終評価のために次

のような等級を定めることができる：１等級（９０点以上：非常に良好）、２等級

（８０点以上：概して良好）、３等級：７０点以上（良好）、４等級：６０点以上：

（概して良好ではない）、５等級：６０点未満（非常に良好ではない）のような等級

によって選択された案に対して最終判断ができる。 

 

（１）ライセンスによる国際技術移転の評価のためのチェックリスト 

［表１－１０］は、ライセンスによる国際技術移転の評価のためのチェックリスト

であって、単純平均値を利用し、加重値を付与した場合の評価のために使われる。評
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価は次のような方式で進める。 

［表１－１１］には、 ［表１－１０］のチェックリストを利用した仮想評価事例が

整理されている。この仮想評価事例において、まず評価者は各評価項目に５点満点を

基準に評価点数（pi）を与えた。その次の段階において評価者は２０個の評価項目に

対する加重値（wi）をそれぞれ与えた。即ち、３人の評価者が各評価項目の重要度に

応じて０．５点から３．０点までそれぞれ加重値（合計２０点）を与えた（もちろん

加重値の下限を０点に設定したり、上限を異なるように設定することも可能である）。

最終加重値は評価者が与えた単純平均値から求めた。最後に、評価者が提示した各評

価項目の評価点数の平均値と最終加重値とを乗じて各評価項目の最終点数（pi×wi）

を計算した後、これらを合計した総点（最高点数１００点）を求めた。総点は８４．

０で示され、従って、本仮想事例においてライセンスを通じた技術移転案は上述した

評価等級の内、２等級に該当する大略良好な案であることが明らかになった。 

［表１－１２］は、AHPを用いて加重値を与えた場合のライセンスによる国際技術

移転の評価のためのチェックリストを提示している。この表は、６個の評価基準によ

る各評価項目を示し、２０個の評価項目から構成されている。 

ここで、AHP（Analytic Hierarchy Process 階層化意思決定法・階層分析法）とは、

１９７１年に米国のサティー（T.L.Saaty）博士によって提唱された意思決定法の一つ

で、幾つかの候補（代替案）の中から最良のものを選びたいときに、人の主観的な要

素を取り入れ、合理的な決定を促す手法である。 

個人の趣向によって意思決定はそれぞれ異なるが、たとえば、ある商品を購入する

際に人は性能、デザイン、価格など、さまざまな要素を考慮して決定している。そし

て個々の価値基準にもとづいて意思決定をする。この価値基準が具体的な数値で表す

ことができれば、その人が何を購入するか予測することができるので、価値判断を人

の感覚に頼らざるを得ない場合などの分析に役立ち、人の感覚による曖昧な部分を数

量化し意思決定に対してフィードバックできるようになる。又、数学的な操作によっ

て数量化するためコンピュータとも相性がよいことが特徴の一つといえるだろう。 

 AHP方法論は数学的に確立された理論としてよく知られており、詳細な紹介は省

略する。 

 

［表１－１０］ライセンスによる国際技術移転の評価のためのチェックリスト 

（単純な平均値の加重値） 

評価項目（ｉ=１，２，３，…．２０） 
評価点数

（pi） 

加重値 

（wi） 

最終点数 

（pi*wi） 

1. 現地市場規模が大きい。 

2. 現地国政府の国際技術移転に対するインセンティ

ブおよび支援策が多い。 

   



 

 

66 

 

3. 現地国における代替技術の開発可能性が少ない。 

4. 現地国での予想製品寿命周期又は技術寿命周期が

長い。 

5. 本国政府の国際技術移転に対する規制が厳しくな

い。 

6. 技術取得企業の資金調達能力が優れている。 

7. 技術取得企業のマーケティング能力が優れてい

る。 

8. 技術取得企業の生産能力が優れている。 

9. 移転技術に対する技術流出防止策が優れている。 

10. 技術取得企業から逆技術移転の可能性が大きい。 

11. 技術移転のための教育人材派遣で追加的な利潤の

獲得可能性が大きい。 

12. 技術取得企業から受けるロイヤルティが大きい。 

13. クロスライセンスの可能性が大きい。 

14. 技術を移転することで技術提供企業の名声を向上

させ、他製品の販売に肯定的な営業を与える可能

性がある。 

15. 技術移転を行う際、技術提供企業と技術取得企業

間の意思疎通が容易である。 

16. 技術提供企業と技術取得企業間の紛争解決のため

の規定が明確である。 

17. 技術取得企業が以後強力な競合者となる可能性が

低い 

18. 技術取得企業から現地市場情報が取得される可能

性大 

19. 技術取得企業が技術提供企業から原材料あるいは

部品を付加的に調達を受ける可能性が高い。 

20. 技術提供企業が監査および検査（生産過程、品質

検査）の権利確保の可能性が高い。 

最高点数→５×２０＝１００点 ５点満点 Q
20

i=1

i
=20

 
Q
20

i=1
pi

.i
=

 
総点 

注）評価基準：１点（全くそうではない）－５点（とてもそうである） 

 

 

 



 

 

67 

 

［表１－１１ライセンスによる国際技術移転評価の為のチェックリスト仮想評価事例                          

（単純平均値 加重値） 

評価項目（i=1,2,3,….20） 
評価点数

（pi） 

加重値 

（wi） 

最終点数 

（pi*wi） 

1. 現地市場規模が大きい。 

2. 現地国政府の国際技術移転に対するインセンティブおよ

び支援策が多い。 

3. 現地国における代替技術の開発可能性が少ない。 

4. 現地国での予想製品寿命周期又技術寿命周期が長い。 

5. 本国政府の国際技術移転に対する規制が厳しくない。 

6. 技術取得企業の資金調達能力が優れている。 

7. 技術取得企業のマーケティング能力が優れている。 

8. 技術取得企業の生産能力が優れている。 

9. 移転技術に対する技術流出防止策が優れている。 

10. 技術取得企業から逆技術移転の可能性が大きい。 

11. 技術移転のための教育人材派遣で追加的な利潤の獲得可

能性が大きい。 

12. 技術取得企業から受けるロイヤルティが大きい 

13. クロスライセンスの可能性が大きい。 

14. 技術を移転することによって技術提供企業の名声を向上

させ、他製品の販売に肯定的な営業を与える可能性があ

る。 

15. 技術移転を行う際、技術提供企業と技術取得企業間の意

思疎通が容易である。 

16. 技術提供企業と技術取得企業間の紛争解決のための規定

が明確である。 

17. 技術取得企業が将来強力な競合者となる可能性が低い 

18. 技術取得企業から現地市場情報が取得される可能性が高

い 

19. 技術取得企業が技術提供企業から原材料あるいは部品を

付加的に調達を受ける可能性が高い。 

20. 技術提供企業が監査および検査（生産過程、品質検査）

の権利確保の可能性が高い。 

4 

3 

 

3 

5 

5 

4 

4 

5 

4 

3 

2 

 

5 

3 

5 

 

 

4 

 

5 

 

4 

5 

 

3 

 

3 

2.0（0.100） 

0.5（0.025） 

 

0.5（0.025） 

2.0（0.100） 

0.5（0.025） 

1.0（0.050） 

1.0（0.050） 

1.0（0.050） 

1.0（0.050） 

0.5（0.025） 

0.5（0.025） 

 

3.0（0.150） 

0.5（0.025） 

1.5（0.075） 

 

 

0.5（0.025） 

 

0.5（0.025） 

 

1.0（0.050） 

0.5（0.025） 

 

1.5（0.075） 

 

0.5（0.025） 

 

8.0 

1.5 

 

1.5 

10.0 

2.5 

4.0 

4.0 

5.0 

4.0 

1.5 

1.0 

 

15.0 

1.5 

7.5 

 

 

2.0 

 

2.5 

 

1.0 

2.5 

 

4.5 

 

1.5 

最高点数→５×２０＝１００点 ５点満点 Q
20

i=1

i
=20

 
Q
20

i=1
pi

.i
=84,0

 

注）評価基準：１点（全くそうではない）－５点（とてもそうである） 
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［表１－１２］ライセンスによる国際技術移転の評価の為のチェックリスト 

（AHP加重値） 

評価基準 

(加重値) 
評価項目（i=1,2,3,….20） 

評価 

点数

（pi） 

加重値 

（wi） 

最終 

点数 

（pi*wi） 

現地国 

市場要因 

１．現地市場規模が大きい。    

現地国 

環境要因 

２．現地国政府の国際技術移転に対するインセンティブおよ 

び支援策が多い。 

３．現地国における代替技術の開発可能性が少ない。 

４．現地国における製品寿命周期又は技術寿命周期が長い。 

   

本国の 

規制 

５．本国政府の国際技術移転に対する規制が厳しくない。    

技術取得

企業の 

経営能力 

６．技術取得企業の資金調達能力が優れている。 

７．技術取得企業のマーケティング能力が優れている。 

８．技術取得企業の生産能力が優れている。 

   

移転技術 

の有用性 

９． 移転技術に対する技術流出防止策が優れている。 

１０．技術取得企業から逆技術移転の可能性が大きい。 

１１．技術移転のための教育人材派遣で追加的な利潤の獲得可

能性が大きい。 

１２．技術取得企業から受けるロイヤルティが大きい。 

１３．クロスライセンスの可能性が大きい。 

１４．技術移転により技術提供企業の名声が向上し、他製品の

販売に肯定的な影響を与える可能性がある。 

   

技術提供 

企業と 

技術取得 

企業間の 

協力 

１５．技術移転を行う際、技術提供企業と技術取得企業間の意

思疎通が容易である。 

１６．技術提供企業と技術取得企業間の紛争解決のための規定

が明確である。 

１７．技術取得企業が未来の強力な競合者となる可能性が低い 

１８．技術取得企業から現地市場情報が取得される可能性が高

い 

１９．技術取得企業が技術提供企業から原材料あるいは部品を

付加的に調達を受ける可能性が高い。 

２０．技術提供企業が監査および検査（生産過程、品質検査）

の権利確保の可能性が高い。 

   

 

合計=1.0 最高点数→５×２０＝１００点 
５点 

満点 

合計 

=1.0 
総点 



 

 

69 

 

注）評価基準：１点（全くそうではない）－５点（とてもそうである） 

 

（２）ジョイントベンチャーによる国際技術移転評価の為のチェックリスト 

ジョイントベンチャーによる場合も上述のライセンスの場合と同様に、以下のよう

に進める。 

 

［表１－１３］ジョイントベンチャーによる国際技術移転評価の為のチェックリスト 

（単純平均値 基準値） 

評価項目（i=1,2,3,….20） 

評価 

点数 

（pi） 

加重値 

（wi） 

最終 

点数 

（pi*wi） 

１. 現地市場規模が大きい｡ 

２. 海外ジョイントベンチャーの予想売上高規模が大きい｡ 

３. 現地の流通経路アクセスが容易である｡ 

４. 本国と現地国間の社会文化的差異が少ない｡ 

５. 現地の競合企業の競争力が弱い｡ 

６. 現地国政府の国際技術移転に対するインセンティブおよび支援策

が多い。 

７. 現地国における予想製品寿命周期または技術寿命周期が長い。 

８. 本国政府の国際技術移転に対する規制が厳しくない。 

９. 海外パートナー企業の資金調達能力が優秀である。 

１０. 海外パートナー企業のマーケティング能力が優秀である。 

１１. 海外パートナー企業の生産能力が優秀である。 

１２. 移転技術に対する技術流出防止策が優秀である。 

１３. 移転技術の継続発展の可能性が大きい。 

１４. 海外ジョイントベンチャーから逆技術移転の可能性が高い。 

１５. 現地国における代替技術の開発可能性が低い。 

１６. 技術移転の為の教育人材派遣で追加利潤の獲得可能性が高い。 

１７. 海外合作会社から受けれる予想ロイヤルティが多い。 

１８. 企業移転時、本社と現地パートナー企業間の意思疎通が容易。 

１９. 本社と現地パートナー企業間の経営権の分担に問題が無い。 

２０. 本社と現地パートナー企業間の紛争解決の為の規定が明確。 

   

最高点数→５×２０＝１００点 
５点 

満点 
Q
20

i=1

i
=20

 
Q
20

i=1
pi

.i
=
 
総点 

注）評価基準：１点（全くそうではない）－５点（とてもそうである） 
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［表１－１４］ジョイントベンチャーによる国際技術移転評価の為のチェックリスト 

（AHP加重値） 

評価基準 

（加重値） 
評価項目（i=1,2,3,….20） 

評価 

点数 

(pi) 

加重 

値 

(wi) 

最終 

点数 

(pi*wi) 

現地国 

市場要因 

１．現地市場規模が大きい。 

２．海外ジョイントベンチャー予想売上高規模が大きい。 

３．現地の流通経路アクセスが容易である。 

   

現地国 

環境要因 

４．本国と現地国間の社会文化的差異が少ない。 

５．現地の競合企業の競争力が弱い。 

６．現地国政府の国際技術移転に対するインセンティブお

よび支援策が多い。 

７．現地国における予想製品寿命周期または技術寿命周期

が長い。 

   

本国の規制 ８．本国政府の国際技術移転に対する規制が厳しくない。    

海外パートナー

企業の経営能力 

９． 海外パートナー企業の資金調達能力が優秀 

１０．海外パートナー企業のマーケティング能力が優秀 

１１．海外パートナー企業の生産能力が優秀 

   

移転技術の 

有用性 

１２．移転技術に対する技術流出防止策が優秀である。 

１３．移転技術の継続発展の可能性が大きい。 

１４．海外ジョイントベンチャーから逆技術移転の可能性

が高い。 

１５．現地国における代替技術の開発可能性が低い。 

１６．技術移転のための教育人材派遣で追加的な利潤の獲

得可能性が高い。 

１７．海外合作会社から受けることができる予想ロイヤル

ティが多い。 

   

本社と 

現地パートナー

企業間の協力 

１８．企業移転をする際、本社と現地パートナー企業間の

意思疎通が容易である。 

１９．本社と現地パートナー企業間の経営権の分担におい

て問題が無い。 

２０．本社と現地パートナー企業間の紛争解決のための規

定が明確である。 

   

合計＝１．０ 最高点数→５×１．０＝５．０点 
５点 

満点 

合計 

=1.0 
総点 

注）評価基準：１点（全くそうではない）－５点（とてもそうである） 
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（３）海外直接投資による国際技術移転評価のためのチェックリスト 

海外直接投資による場合も 上述のライセンスの場合と同様に、以下のように進める。 

 

［表１－１５］海外直接投資による国際技術移転評価の為のチェックリスト 

（単純平均値 加重値） 

評価項目（i=1,2,3,….20） 
評価点数

（pi） 

加重値 

（wi） 

最終点数 

（pi*wi） 

１． 現地市場規模が大きい。 

２． 海外子会社の予想売上高規模が大きい。 

３． 現地流通経路のアプローチが容易。 

４． 本国と現地国間の社会文化的差異が少ない。 

５． 現地の競合企業の競争力が弱い。 

６． 現地国政府の国際技術移転に対するインセンティブ及

び支援策が多い。 

７． 現地国における代替技術開発の可能性が低い。 

８． 現地国における予想製品寿命周期または技術寿命周期

が長い。 

９． 本国政府の国際技術移転に対する規制が厳しくない。 

１０．海外子会社の資金調達能力が優秀。 

１１．海外子会社のマーケティング能力が優秀。 

１２．海外パートナー企業の生産能力が優秀。 

１３．移転技術を通して海外子会社の原価が削減可能。 

１４．移転技術を通して海外子会社の製品品質が向上。 

１５．移転技術に対する技術流出防止策が優秀。 

１６．移転技術の継続発展の可能性が大きい。 

１７．海外子会社から逆技術移転の可能性が高い。 

１８．移転技術の原産地効果が優れている。 

１９．技術移転のための教育人材派遣で追加的な利潤の獲得

可能性が高い。 

２０．本社と海外子会社との間のロイヤルティ支払いが本国

と現地国の送金規制回避手段として活用される可能性

が高い。 

   

最高点数→５×２０＝１００点 ５点満点 Q
20

i=1

i
=20

 
Q
20

i=1
pi

.i
=

 
総点 

注）評価基準：１点（全くそうではない）－５点（とてもそうである） 
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［表１－１６］海外直接投資による国際技術移転の評価の為のチェックリスト 

（AHP加重値） 

評価基準 

（加重値） 
評価項目（i=1,2,3,….20） 

評価 

点数 

（pi） 

加重値 

（wi） 

最終 

点数 

（pi*wi） 

現地国 

市場要因 

１． 現地市場規模が大きい。 

２． 海外子会社の予想売上高規模が大きい。 

３． 現地の流通経路アクセスが容易。 

   

現地国 

環境要因 

４． 本国と現地国間の社会文化的差異が少ない。 

５． 現地の競合企業の競争力が弱い。 

６． 現地国政府の国際技術移転に対するインセンティブ

および支援策が多い。 

７． 現地国における代替技術の開発可能性が低い。 

８． 現地国における予想製品や技術の寿命周期が長い。 

   

本国の規制 
９． 本国政府の国際技術移転に対する規制が厳しくな

い。 

   

海外子会社 

の経営能力 

１０．海外パートナー企業の資金調達能力が優れている。 

１１．海外パートナー企業のマーケティング能力が優秀。 

１２．海外パートナー企業の生産能力が優れている。 

   

移転技術の 

有用性 

１３．移転技術を通して海外子会社の原価が削減できる。 

１４．移転技術を通して海外子会社の製品品質が向上。 

１５．移転技術に対する技術流出防止策が優れている。 

１６．移転技術の継続発展の可能性が大きい。 

１７．海外子会社から逆技術移転の可能性が高い。 

１８．移転技術の原産地効果が優秀。 

１９．技術移転のための教育人材派遣で追加的な利潤の獲

得可能性が高い。 

   

現地国への 

ロイヤルテ

ィの性格 

２０．本社と海外子会社との間のロイヤルティの支払いが

本国と現地国の送金規制回避手段として活用される可

能性が高い。 

   

合計＝1.0 最高点数→５×１．０＝５．０点 ５点 

満点 

合計= 

1.0 
総点 

注）評価基準：１点（全くそうではない）－５点（とてもそうである） 


